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　これまでドイツ航空機産業の主要三社、すなわち、ハインケル、ユンカー
ス、ドルニエが、ヴェルサイユ条約と戦勝国による空軍禁止・軍用機禁止
の厳しい制約下で、どのように発展を遂げたかを見てきた1。その特徴は一
言で強調しようとすれば世界的転回ということであった。禁止は、逆に見れ
ば、ドイツの「軍と飛行機の価値の認知」（ドイツ航空研究所の所長ヴィル
ヘルム・ホッフ）に他ならなかった2。第一次世界大戦以前はイギリスとフ
ランスに遅れていたが、戦時中に飛躍を遂げ、終戦時には「他のすべての
競争相手を凌駕するに至っていた」。その重要な要因は、フランス、アメリカ、
イギリスのような航空機パイオニアの経営の漸次的発展と違って、早い時期
に大学における航空機研究部門が発達したことであった。もっとも著名なド
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イツの航空科学者、ルートヴィッヒ・プラントゥル、アレクザンダ ・ーバウマン、
ハンス・ライスナー、フリードリヒ・ベンデマンはすべて大学教員であった。フー
ゴー・ユンカースもまた大学教授の後、実業界に入った経歴を持つ3。
　ともあれ、敗戦時に到達していたこの水準を出発点に国内では軍用機生
産から民間機生産へ、航空交通機の生産と航空交通網の創造・拡大への道
が歩まれた。ヴェルサイユ条約の制約が強制した転回のありかたは独特で
あり、外国の、すなわち航空機産業の後進諸国からの需要に応える道であっ
た4。ユンカースは旅客機F 13の最初の試験飛行が行われた1919年7月、す
でにロシアとの取引関係構築を構想した。彼は戦前から持っていたロシア
とのビジネス関係を生かそうとした。「ノーベルとの会談。…ロシアのた
めの航空機」と。20年10月までにソ連代表との交渉が始まった。ロシア
と共同の航空会社の設立、最新航空機の供給、整備と修理のユンカースに
よる実施といったことが考えられた5。また、ベルギーなどからもオファー
があった。オイペン-マルメディ銀行監査役会長シューマッハー博士はベ
ルギーで航空機製造会社を設立する気はないか打診してきた。その気があ
れば、土地取得、免税措置、資金調達で支援すると6。
　しかし、結局は国内における制約回避のため、ユンカースの場合、ソ連
（モスクワ近郊フィリ）、スウェーデン（マルメー）に子会社をつくった。
ドルニエの場合はスイスへ、ついでイタリアへ部分的工場移転ないし子会
社設立を行った。しかも、その外国への工場進出にあたっては、ドルニエ
3 Budraß, L.［2006］, S.203. クナウプ［2011］は、日本への航空機生産技術導入にあ
たっての大学研究機関の重要性を指摘している。プラントゥルの空気力学上の功
績は研究史において高い評価を受けている。アンダーソン Jr.［2009］, 17, 327-339.
4 民間旅客機として改造・用途転回を行った機種も、ドイツ国内では破壊され
た。Grosz/Schmeelke［2006］, S.89. ヴェルサイユ条約発効（1920 年 1 月 10 日）
で戦勝国に引き渡されるか破壊された航空機は、研究書により若干の違いはあ
るが、約 15000 機、航空機エンジンは約 28000 基であった。しかし、この現実
を踏まえて、ゼークトは「武器は死んでいない、その精神は生きている」と訓
示した。Völker［1962］, S.128.
5 Schmitt, G.［1991］, S.197f.
6 Ibid.
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の場合、驚くべきことに最初、国際航空監督委員会（ILÜK） の委員長ド
ラン（Dorand）がすでに1919年、フランスの彼の「父の故郷」への移転
ないし進出を提案していた。ついでイタリアの航空監督委員将校がピサで
の工場建設を提案した。これが実現した。ピサの工場は、21年以降、ツェッ
ペリン・コンツェルンによってイタリア人の参与のもと、閉鎖されていた
航空機整備工場に設立されたものであった。ドルニエはここですべての種
類の航空機を製造する可能性を獲得した7。買い手は、国際航空監督委員
会に代表者を送っている国々、アメリカであり日本であった。戦後最初の
ドルニエ軍用機、ファルケ（1918年の単座戦闘機の改造版）に対し、アメ
リカ海軍がこれを試し、特に日本海軍が関心を示した。22年にドルニエの
最も重要なタイプ「クジラ」(Wal)がピサで開発された。22年末、神戸の
川崎造船所とのライセンス契約を「決断した」。同じく22年、民間機とし
て開発されたドルニエの「デルフィン」（イルカ）が製造禁止規定に触れ
製造中断となったとき、その改造版がスペイン海軍によって購入された8。
　あるいはドイツ航空機諸企業は、種々の国際的コンテストなどを通じて
技術水準をさらに高めた。それは結果としては世界各国の軍需と民需を喚
7 1924 年 1 月のイタリアの会社とドルニエとのライセンス契約によれば、Marina 
di Pisa の会社 Firma Societa Anonima Italiana di Construzioni Meccaniche Pisa（略称
SAI）は、イタリアとその植民地でドルニエ・プロジェクトに基づく航空機・その
部品を販売する単独の権利（Alleinlizenzrecht）を与えられた。SAI で製造したド
ルニエ機を外国へ売ることも認められたが、ライセンスを売ることは禁じられた。
製品は、「ドルニエ」の名称ないしそれを付して販売するものとした。ライセンス
料は 7.5％であった。契約期間 5 年で、31 年 6 月にはさらに 5 年間の契約延長が
行われた。30 年 7 月 18 日の契約によれば、この間に会社名は Firma Construzioni 
Meccaniche Aeronautiche S. A.（CMASA）に改められ、本社はジェノアに移転し
た。また、ドルニエ社は製造権・販売権を 1．オランダ王国（植民地・諸領地を
含む）、2．日本（諸領地を含む・・・オランダと違い植民地規定はない）、3．ス
ペイン（植民地・諸領地を含む）、4．スイス、5．北アメリカ合衆国、その諸領地、
植民地、委任統治領、従属地域、英連邦自治領、保護地域（キューバ、グアテマ
ラ、ホンジュラス、ニカラグア、サルヴァドル、コスタリカ、パナマを含む）に
与えており、ドルニエ本社が特別に許可しない限り、これらの地域への販売を禁
止した。Lizenzvertrag vom 10. Januar 1924 u. 17. Juni 1931, Vertrag vom 18. 7. 1930, 
in: Corporate Heritage – Dornier Archive.
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起し、当時の世界でしかるべき地位を構築していくことになった。ユンカー
スは早くも1920年からF 13の成功を外国への輸出、航空路線構築、航空会
社設立と結び付けようとした。東欧への航空路線網構築、さらに南米への
デモンストラーション機・ミルヒ代表団の派遣などを行った9。航空会社は、
戦時期以降に群生した38の小航空会社からユンカース航空会社とアエロ・
ロイド社の二社体制にライヒ交通省の補助金政策が梃となって淘汰され、
さらにそれがライヒ交通省の強力な介入（航空局長ブランデンブルク）に
よるルフトハンザへの統合（26年発足）となった10。その統合下にヨーロッ
8 Budraß, L.［2006］, S.207.　ただし、ドルニエと川崎との契約締結までには時
間を要し、1924 年 2 月 6 日（契約書日付）であった。永岑［2016a］、79 ペー
ジ。パウア ［ー1990］, S.200 は、契約締結を 23 年としているが、その証拠とな
る文書は Dornier-Post であり、Nr.3/1973 としている。しかし、Dornier-Post は戦
時中の社内雑誌であり、戦後 20 年近くたった 1973 年ということはありえない。
Dornier-Post, Nr.1 は 1935 年 10・11 月号である。Nr.3 は 36 年 2・3 月号である。
Corporate Heritage – Dornier Archive, Friedrichshafen. いずれにしろ、契約文書その
ものの日付に依拠してはいない。Pauer 引用個所を現時点ではオリジナルドキュ
メントにあたって検証しえていないが、日付からすれば、契約交渉の中間段階
のなんらかの約束にすぎないであろう。 
9 Irving［2007］, S.36f. アーヴィングは、「ユンカース教授は技術的には天才だが、
組織や経済問題についてはあまり理解していなかった」と評価している。ミルヒ
の能力を高く評価する（しかしそれが証明されるのは後になってからであり、戦
後十数年を経た後のミルヒへのインタヴュー、ミルヒの膨大な回想録を読んだう
えでの見地である）アーヴィングの視点からはそうなるであろうが、そもそも、
そのミルヒの能力を戦後混乱期に見抜いて路線開拓の重要な部署に付け、販路
拡大のためにミルヒ代表団を南米に派遣した決断こそ、教授の開拓的精神の表
れであり、重要な経済問題を理解していたことを意味しないであろうか。逆に、
この 1970 年代初頭のミルヒとの接触をもとしたアーヴィングの著作から、後年
のアウシュヴィッツ否定論者・刑事被告人としての彼を誰が想定していたであろ
うか。永岑［2003］, 終章　アウシュヴィッツ否定論の潮流とその批判、参照。
10 Völker［1962］, S.152ff.; Irving［2007］, S.30-40. 元海軍パイロット・ザクセンベル
クがユンカースに提案し、ロイド東方航空有限会社（Lloyd-Ostflug-GmbH）が設
立された。1921 年 2 月 26 日にはダンツィヒ航空郵便有限会社（Danziger Luftpost 
GmbH）が設立され、やはり元軍人のミルヒが支配人となった。Ibid., S.30. 集中・「合
理化」は援助金政策による選別で行われた。しかし、フーゴー・ユンカースは折に
ふれ、ライヒ交通省による上からの半強制的集中に「屈服させられた」ことに不満
をもらしていた。国防軍の仲介によるソ連進出に伴う金融危機でユンカース航空株
式会社の 80％の株をライヒ交通省が取得することになった以上、余儀ないことで
あった。Ibid., S.39. それだけに国防省・国防軍に対する不信にも深刻なものがあった。
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パ全域に広がる航空路線網の形成が促進された11。
　そうしたドイツ航空機産業の築いた生産と市場の到達点をヒトラー政権
は巧みに活用した。35年春までのごく短い秘密再軍備期における急激な
航空機産業の拡大、軍用機生産の飛躍的増大、迅速な空軍建設の前提には、
そうしたドイツと世界の航空機産業発達の段階と構造的特質があった12。
　その際、特に注目したのは、ナチス秘密再軍備期（1933年1月―35年3月）
における代表的航空機企業のうち、一方における新興のハインケル、ドル
ニエの両社と、他方における世紀転換期からの著名人で全金属製航空機で
世界的に有名なユンカースの世界的転回における違いであった13。すなわ
ち、前２社では軍需との関係が第一次世界大戦後の会社設立当初から密接
であった。国防軍航空技術課大尉シュトゥデントは遠距離偵察機として利
用可能な学校用飛行機の開発を1922年12月1日ハインケルに発注した。そ
の線で開発されたのが、He 32, He 17, He 35であった14。
　ユンカースは、戦時中「軍用機生産では副次的役割しか演じなかった」
とされる15。もちろん、第一次世界大戦を経験した後は、モダンな防衛手
11 Budraß［2016］.
12 国防軍が進めたワイマール期の秘密再軍備において、航空機生産の面から
は国内では極めて限界のあること－主として開発計画・開発設計－しか達成で
きなかった、その意味でナチス期の秘密再軍備－大量生産体制の迅速な構築―
とは決定的に違っていたと見る。連続性・不連続性は論争問題ではあるが、大
統領内閣時代と第三帝国との断絶性の側面を重視する見地である。Vgl. Völker
［1962］, S. 167-224; Geyer［1975］, S.125f.
13 戦後混乱期に外国軍需と結びつき、その後も軍・大型機との関係が強かった
ロールバッハは、国内外の民需・軍需の多様さに対応した開発を続けるユンカー
スやドルニエと違って、ワイマール末期の危機を乗り切ることができず破産し
た。Budraß, L.［2006］, S.216ff.
14 なお、23 年にはアルバトロスとアラドにも単座戦闘機の一機ずつ、一年後、
BMW には航空機エンジンの開発が発注された。Völker［1962］, S.132. ハインケ
ルは、1926 年以降、海軍の訓練機 H 22, He 24、偵察機 He 5, He 9、最初の海上
単座戦闘機 He 38（陸上戦闘機としても代替可能）を秘密のうちに開発した。ハ
インケルはまた海軍のためのカタパルト機開発でも「傑出」していた。He 60 は
カタパルト発射機として設計され、海上戦闘機 H 38 も甲板上発進の設計であっ
た。 Ibid., S.156f. 
15 Budraß, L.［2006］, S.208.
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段―特に空軍―の創出における「技術と国防軍」の密接な協力の必要性、「戦
時における飛行機の使用の可能性」といったことが、ユンカース社内でも
繰り返し議論になっていた16。しかし、敗戦と同時に、民需中心・国際航
空路構築・そのための航空機開発に重点を置くことになった。「世界初」
の全金属製民間航空機 F13（1919年開発）の世界的成功がその出発点に
あった。民需への転回を戦後、迅速果敢になしとげたことこそ、ユンカー
スのその後の優越的地位の根拠であった。ドルニエは民間機における「3
年の遅れを取り戻すことはできなった」17。　　　
　ハインケルやドルニエに対するユンカースの民間機開発路線の成功・実
績と特徴はナチス秘密再軍備期まで続いた。フーゴ ・ーユンカースは、「航
空機の大きな経済的意義の認識から、人が航空機の価値を単に軍事的観点
やスポーツの観点から見ていたときに、経済的諸目的のための空路の開拓
に向かい、交通航空を創始した」ことを誇りとした。ユンカースは私企業
としてその最初の「飛びぬけた」交通航空機（F 13）を創造して以降、イ
ニシアティブを発揮した行動によって国内と国外の航空分野－たとえば南
アメリカやペルシアーで、「不断に増大する国家的私的手段で装備した競
争に対し、また彼の仕事の信用を失わせようとする様々のことがあったに
16 Möglichkeit der Verwendung des Flugzeuges im Kriege, Dessau, 14. XII 21, in: 
DMA, JA 0302 T04, M03; Schreiben Offerman an Junkers-Flugzeugwerk A.-G.（Jfa） 
betr. Besprechung mit Hauptmann Student und Major Wagenführ über Kriegsflugzeuge, 
Dez 1921, in:  ibid. ,  M04 ;  Betrachtungen über die Notwendigkeit  engster 
Arbeitsgemeinschaft zwischen Technik und Wehrmacht bei der Schaffung moderner 
Verteidigungsmittel unter besonderer Berücksichtigung der Luftwaffe, in: ibid., M07. し
かし、ヴェルサイユの制約、その履行政策の枠組みのもとでは、少なくともド
イツ空軍建設は問題外であった。その前提下では軍用機として問題となりうる
のは圧倒的に外国の軍需及び民需であった。ロシア（ソ連）- ポーランド戦争を
見た上での飛行機を使った戦争のありかたが、第一次世界大戦の塹壕戦とはまっ
たく別物であることも、明確に認識されていた。Denkschrift Spalecks vom 12. 8. 
23, in: ibid. この認識こそがソ連がドイツの航空機の入手を急ぐ要因であった。
Ibid., S.3.　
17 Budraß, L.［2006］, S.208.
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もかかわらず、優位を保った」と自負した18。
　こうした発展においてはユンカースの経営理念・技術開発理念・世界観
（社長フーゴー 19とその指導下・影響下の会社重役陣の理念・世界観）といっ
た諸要素がとりわけ重要であった。フーゴーの根本的態度は、世界の覇権
主義的征服の道ないしその意味での「世界強国建設」の道、すなわちヒト
ラー・ナチスの民族帝国主義・世界覇権樹立の方向性20とは、決定的に対
立するものであった。それを彼は第一次世界大戦後一貫して折に触れ述べ
ていた。しかし、彼の理念、世界の「平和的な制服」の道、科学技術と生
産の優位性を通じる世界の心服の道は、すくなくとも1910年の「翼のみ」
18 Entwurf einer Ausarbeitung für Dr. Schacht am 3. Dezember 1930, in: DMA, JA 0301 
T25 M06. この文書は、経営状態が厳しくなってライヒスバンク総裁シャハトに
金融上での助言や支援を求めたとき、自社の歴史・業績・特質を説明しようと
したものである。とりわけ最先端の研究開発に投じる資金の回収には時間がか
かることを説明することに眼目があった。それに対し、「軍事的観点やスポーツ
の観点」に真っ先に巻き込まれたのは、ハインケルであった。永岑［2014b］。
また、ロールバッハ、そして彼のベルリン工科大学の指導教官ホッフ教授も、「軍
需によってはじめて、航空機製造と軽量製造方式の技術的なさらなる発展が掻
き立てられるのだ」という信念を、共有していた。ロールバッハは 1923 年秋、
国防省に自発的に覚書を提出し、彼の試験的工場の 200-300 人規模の工場への
拡大に援助を求めた。制約規定回避のため、組み立てだけはまだデンマークに
置いておくだけと。24 年末には実際に軍からの援助金が与えられた。Budraß, 
L.［2006］, S.212. 他方、フォッケ－ヴルフは、ワイマール期においては「スポー
ツ、教育、訓練用複座機」の開発企業であった。Cf. Fcoke-Wulf Flugzeugbau A.-G, 
Meldung vom 6. 9. 32, ‘Focke-Wurf L 101 und W 102. Zweisitzige Sport-, Schul-, und 
Übungsflugzuege＇, in: DMA, LR 02320.
19 フーゴー・ユンカースは、当時の企業関係文書では、「ユンカー教授」との
肩書で呼ばれている。乞われて海軍用大型エンジン開発に乗り出すために大学
を離れるまではアーヘン工科大学教授だったからである。永岑［2015］を参照
されたい。
20 ヒトラーの民族主義を核心とした帝国主義については、永岑［1982］を参照
されたい。カーショウ（Kershaw［1998］）の世界的業績、最近のヒトラー『わ
が闘争』の歴史科学的校閲版（Hartmann［2016］）に至る今日のヒトラー研究の
到達点は極めて膨大精緻になっているが、細部にとらわれないヒトラーの思想
構造の骨格把握が重要であろう。
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特許のころに遡ると思われる21。
　彼はドイツの軍とソ連の政府・軍の利害の重なりに促されて、世界的生
産への道を切り開くためソ連への極秘の工場進出を行った。しかし、それ
は私企業にとって過大な負担を背負うプロジェクトであることがすぐに明
白になった。その難局打開のため、ゼークトをはじめとする軍・政府の諸
機関に対しても驚くほど頑固に批判的な態度で交渉を続けた。ヒトラーが
政権を取り、秘密再軍備を大々的に進めようとするとき、フーゴー・ユン
カースの自立的態度、一貫した経営理念は相いれるものではなく、すでに
1933年秋、フーゴー・ユンカース自身は会社と本社所在地デッサウから
追放されてしまった。これに対して、ハインケルとドルニエはごくスムー
スに軍用機生産の巨大な波に乗った。
　戦後混乱期から、ユンカースの航空機に対する世界各国の関心は軍事的
観点からのものが前面にあった。多くの国が軍事的観点からユンカース航
空機の導入を図ったが、特にソ連は自国内での生産体制構築を目指して、
ユンカースを活用しようとした。ソ連でのユンカースの工場建設（モスク
ワ近郊フィリ）はまさに連合国包囲下で早急に航空機産業を構築しようと
するソ連の必要が、同じく連合国（特に協商国）によって発達を厳しく制
限されたユンカースの生き残り戦略と結びついたものであった。日本の場
合は、戦勝国とはいえ米英との海軍力問題をはじめとする利害対立があり、
日英同盟の解消、ワシントン体制による米英からの制約といった背景も
あってドイツ技術への着目と導入意欲が全般的に見られた。軍用機調達・
開発という点でもドイツに接近する要素が多分にあった22。ただ、その点で
具体的にはハインケルやドルニエが先行した。ユンカースのF 13は小型旅
客機であり、大型爆撃機ではなかった。軍事的観点からは、大戦中の大型
21 フーゴー・ユンカースの単翼全金属製機、厚翼設計や「翼のみ」特許の航
空科学上の革命性については、アンダーソン Jr.［2013］, 202, 204-5, 207, 212, 
235-45 ページ参照。 
22 日本における航空戦力構築の歴史に関しては、さしあたり山田朗［2015］、
特に第三章、第四章、参照。工藤［2008a］I、総説二、93-96 ページ。
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機開発の到達点を踏まえたロールバッハ大型機23や高速機のハインケル24、
飛行艇のドルニエに高い関心が集まり、先行した。特に日本との関係では、
1926年までユンカースは他のドイツ企業や非ドイツ企業のある意味で「後
塵を拝して」いた25。
　第一次世界大戦前では日本の航空機導入にあたってはフランスが先行し
ていた26。日英同盟を理由とする対独攻撃の戦争―青島戦争―ではじめて
実戦で飛行機が使われたが、それは海軍が使ったフランスの偵察機・爆撃
機であり、モーリス・ファルマン式であった。次いで陸軍も、それに加え
フランスのニューポール式を使った27。第一次世界大戦を経験し、連合国
23 ツェッペリンの下で、大型機開発が進んだ。Grosz/Schmeelke［2006］. この「フリー
ドリッヒスハーフェン学派」で、ロールバッハもドルニエも成長した。そこにお
ける「巨大飛行機製造がドイツ航空機製造のもっとも重要な設計伝統の源となっ
た」。この「学派」に後述のバウマンもフォークトも、さらにハンス・クレムやア
レクザンダ ・ーリッピッヒも属した。Budraß, L.［2006］, S.204f. しかし、ロールバッ
ハとドルニエは相互に競争的対立的になり、前者は戦時中にフリードリッヒスハー
フェンからベルリン近郊シュターケン工場に「追放」された。Ibid., S.209.
24 永岑［2014b］。ハインケルがドイツ第 4 位の航空機企業に成長するにあたっ
ては、日本との関係が重要であった。「ハインケルの工場は日本の軍備と飛行艇
の名声に負っていた。…連合国の監督委員会の中の日本の代表者による保護に
より、ヴァルネミュンデで航空機が製造された。ロールバッハやドルニエと違っ
て、ハインケルは直接軍当局に供給した」と。Budraß, L.［1998］, S.141.
25 1921 年春にシンツィンガー・ハック（Schinzinger, Hack & Co.）を通して接触
があり、ライマース社（Otto Reimers & Co.）と連携して、22 年末に 2 機の F 13
を売るという実績しかなかった。Übersicht über die Entwicklung der Beziehungen 
zu Japan, S. ２, in: DMA, JA 0705 T04.
26 郷田［1978］、13 ページ。
27 荒井［2008］、5－6ページ。「日本軍の山東半島上陸作戦は 9月2日に始まったが、
早くも 9 月 5 日、海軍機 3 機による青島市街爆撃が行われた。海軍は水上機母艦
若宮丸および飛行機 4 機（モーリス・ファルマン式）を出動させていたが、日本軍
機による史上最初の空爆は、これら海軍機により行われた」と。また、この後、「陸
軍も青島派遣航空隊（モーリス・ファルマン式 4 機、ニューポール式 1 機）を出動
させた」。このニューポールもフランスの航空機会社であった。だた、その空爆の
軍事的効果に関しては「わずか」とみなされている。Chapman［1986］, p.155. な
お 1921 年に陸軍航空部に配属された小磯国昭によれば、フランス航空機の導入だ
けでなく「陸軍航空は操縦術向上のため仏国陸軍の援助を受けることになった」と
し、招聘したホール大佐から航空戦術なども学んだ。小磯［1963］, 393- 395 ページ。
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対枢軸国の航空機開発競争と戦闘を経験して、総力戦における戦勝・戦敗
の最終的結果とは別に、ドイツ軍用機への評価と関心が世界各国で高まっ
ていた。ただ、実際の日本への導入ということになると、ハインケル、ド
ルニエが先に実績を挙げたということになる。
　ユンカースのソ連への工場進出はいわば第一次世界大戦後の世界的権力
状況の転換にともなう経済外的な強制的諸要因による生産・市場の転回で
あったが、その後の経過が示す通り、そうした強制要因によるものは経済
的合理性からはほど遠く、数年のうちにフィリ工場の譲渡、撤退を余儀な
くされることになった。独ソのラパッロ秘密条約がドイツの秘密再軍備を
促進したとされるが28、問題を航空機生産に限って言えば、ユンカースの
ソ連進出は、ドイツ再軍備のための生産基盤構築という点では、むしろ重
荷となってしまった。しかし、その工場進出挫折とそれによるユンカース
社の深刻な経営危機・金融危機のことはほとんど知られていない。だが、
独ソ関係に関するドイツについての通説的イメージ（ラパッロ条約の評価
の大きさ）とは、こと航空機生産という点では、全く逆であった29。ソ連
への工場進出の困難さが進出直後から露呈していくなかで、ユンカースは
進出先を転回し、スウェーデンに子会社（A. B. Flygindstri）を設立し、これ
を媒介にして世界市場開拓に向かった。この子会社を経由して撤退後のソ
連の軍需にも応えると同時に、世界各国の軍需とも結びついていった。そ
うした諸外国の軍需は、それはそれでユンカースの軍用機の開発と研究も
28 すでに 1923 年 2 月、国防軍統帥部のハッセ将軍の下の国防軍の一委員会が
赤軍代表と軍需経済部門での協力について交渉を行っていた。そして、連絡機
関として大使館とは独立に活動する「モスクワ・センター（Zentrale Moskau）」
が設置された。この下に 24 年設立のリペツク（Lipezk）の国防軍飛行機センター
のほか、27 年以降はガス戦学校、30 年以降は装甲車学校が置かれた。国防軍
は赤軍に航空隊、戦車隊、毒ガス戦の訓練場を求めた。Völker［1962］, S.134f.
リペツクでの秘密の航空兵力構築においては、主としてオランダに居を移した
フォッカー社の航空機が使われた。33 年秋、リペツク解体の時、まだ約 50 機
が飛行可能であった。それはロシア空軍に「贈呈された」。Ibid., S.158.
29 軍もフィリ方式では成功しないことを悟った。それが、合理化促進路線であ
り、そのための補助（金）政策であった。Budraß, L.［1998］, S.129f.
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促進するものであった。それは、民間機タイプGシリーズに対応する軍用
機タイプKシリーズの多様な機種の開発となった。そうした転回の点で日
本の軍需もユンカースにとって極めて重要なものとなった30。
　なお、簡単に本稿に直接関係する研究史を見ておくと、ドイツ航空機産
業と日本との関係は日独関係の通史においていくつかの個所で簡単な指摘
があるだけである31。すなわち、ワイマール期に関してはドルニエとの関
係で1924年の川崎造船所とのライセンス契約32、ハインケルと日本海軍（海
軍武官荒城二郎）との関係、21年から24年の度重なる「違法な」注文33、
技術者招聘34などについて指摘がある。しかし、本稿が重視しているこの
期のユンカースと日本との関係への言及は見当たらない。同通史において
ユンカースとの関係で言及があるのはナチス期・第二次世界大戦期に関す
るものに限定され、しかもそこではごく簡単に「接触」にふれられている
だけである35。チャップマンは本稿と重なるワイマール期のドイツの対日
航空政策を扱っている。しかし、ドイツ航空機産業の世界戦略（世界市場
開拓・ライセンス契約）との関連で日本の動向を実証的に解明するもので
30 Homze［1976］のように、ドイツ航空機産業は「深刻な苦しみ」のなかにあ
り、資本不足とその生産キャパシティ拡大への躊躇、設備投資に用心深かった
とするのは一面的であり、本稿が示すような市場状況を切り開く前向きの諸努
力（ディーゼルエンジン開発投資など）も適切に見るべきであろう。Ibid., p.19.
31 工藤・田島編［2008］. 
32 同 I、95 ページ、III、205 ページ。
33 同 II、240 ページ。
34 同 III、205 ページ。
35 同 II、303 ページ。なお、本稿で明らかにするユンカースと三菱のライセン
ス契約の成り立ちの歴史からして、また、G 38（機種ないし型）とエンジン（L8a
ないし L88a）とは違っていることからしても（Cf. Junkers G 38. Vor 50 Jahren: 
das Großraumflugzeug der Lufthansa, flugwelt 11 / 1979, in: DMA, LR 11066）、「第一
次世界大戦後、日本は賠償給付としてユンカース・エンジン G-38 の製造権を取
得していた」（パウアー［2008］、216 ページ）との叙述は、中間諸経過を抜き
にしているだけではなく、ミスリーディングである。パウアーが引用した大槻
［1987］、41-42 ページには、「G38 型４発動機の超大型輸送機」と、型とエンジ
ンの違いについて明確な区別がなされている。
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はない36。また、ドイツ航空機産業発達史のブドラスの大著は、第二次大戦
期の「シュペーアの奇跡」をめぐる論争史の整理の上で、それを可能にした
要因としての航空機産業の飛躍的生産拡大を合理化を軸に解明することに主
眼があり、ワイマール期のドイツ航空機産業の対外戦略、そこでの日本との
関係の実態には簡単に言及するに過ぎない37。さらに、技術移転に関する「す
べての歴史研究は戦時は例外として平時の移転過程を取り扱っている」38と
いうが、本稿はむしろ平時における軍需との関係を見据えるべきだという見
地である。ヴェルサイユ・ワシントン体制下の世界は、果たして「平時」と
いえるかという問題提起でもある。列強の帝国主義的世界体制のもと、戦争
への契機と手段は「平時」に蓄積されていたではないか、ということでもある。
　
１．戦後混乱期の民間機販売路線と日本からの多様な接近
　
　戦後、全金属製旅客機F 13の開発成功でセンセーショナルに民間機部門
でデビュー 39したユンカースは、戦後の厳しい販売環境の中で早い時期か
ら日本へもその売込みを考えた。そのための日本の民間航空路構築にも関
心を持った40。日本側では早くも1919年にデッサウを訪問しユンカース教
36 Chapman［1986］. この論文は、外務省、陸軍兵器局等の文書を基本的に使用し、
ドイツと中国・日本との民間航空路線開設問題や、ロー ルバッハ、ドルニエ、ハインケル
の日本との関係に言及するが、企業ドキュメントの利用は皆無であり、特に本稿が対象
とするユンカー スの対日交渉・戦略等のワイマ ルー期における活動に言及することはない。
37 Budraß, L.［1998］. 本書は合理化の進展の在り方をめぐって、ユンカ スー、ドルニ
エ、ロ ルーバッハ、ハインケルなどの共通性と対立性の諸要素を解明する点で優れてい
る。ユンカ スーがテイラー主義の生産システムを拒否するのに対し、ロ ルーバッハがその
採用により製造価格を 40％も引き下げ可能としている点（S.134）など、興味深い指摘
が多い。
38 Braun［1986］, p.1.
39 6 人乗り客室は「完全に新しい」タイプで、毛皮、防護眼鏡などといった特別衣類
の必要のない点で画期的だった。Irving［2007］, S.31.
40 Schriftwechsel und Aktennotizien betr. Einrichtung eines Luftverkehrs in Japan mit 
Junkers-Flugzeugen, in: DMA, JA 0705 T02. 場合によっては日本でのユンカ スー機の
製造も考えた。1919 年から27年までのユンカ スーと三菱等との交渉過程、そこでのロー
ルバッハやドルニエとの競争などに関する文書は、T03, T04 に収められている。
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授と知己になった田中館教授が民間航空機に関心を寄せた。彼は25年の
短期ベルリン滞在の時、その間に開発された民間大型機G 23の周遊飛行
に同乗した。彼は大型航空機とそれによる航空交通の全制度の構築に「素
晴らしい印象」を受けたようであった。ユンカース社はこうしたポジティ
ヴな反応に期待を寄せ、彼が帰国後この体験を活用することを期待した
41。しかし、ユンカースとの交渉主体の中心は日本政府、陸海軍であり、
主たる関心は軍用機の導入開発であった。それはユンカースの販売戦略と
は必ずしも合うものではなかった。
　1919年9月から21年9月までのユンカース社と日本の関係は、接触して
きたにとどまった商社なども含め、21年11月時点で次のようになってい
た。具体的内容がわからない抽象的記述だが、どのような商社が関与して
いたかは確認できるであろう。
　
　１． Gadelius & Co., Stockholm. 
　　　 21年4月　航空機に関する問い合わせ。われわれは交渉を進めるこ
とができなかった。 
　２． Ing. Albert Schäfer, Hannover. （Fa. Trading & Co., Tokyo）
　　　21年4月　交渉なし。
　３．Dr. Ing. Heim, Frankfurt/M. 
　　　 20年11月　東京の商会Kuwayjama（ﾏﾏ） & Co.のための飛行機に関
する問い合わせ。
　４．Bremer-Kolonial- und Handelsgesellschaft, Bremen.
　　　 20年11月　航空機に関する問い合わせ。我々は交渉を進めること
ができなかった。すでに別方面で確定されたから。 
　５．Handelsgesellschaft für Technik & Chemie, Berlin.
　　　 20年11月　日本のための代理はまだ空いているかどうかの問い合
41 Schreiben der Junkers-Flugzeugwerk A.G an die Privat-Sekretariat Prof. Junkers 
vom 11. November 1925, in: DMA, JA 0705 T02.
横浜市立大学論叢社会科学系列　2017：Vol.68　No.2
34
わせ。われわれは応募者に直接われわれに申し出るよう依頼。回答
なし。
　６．Illies & Co., Hamburg.
　　　 20年11月　航空機に関する問い合わせ。東京に自社支店。三菱と
一緒に友好的に仕事。しかし、三井（Mitsui & Co.）と高田（Takata 
& Co.）はIllies & Co.の競争相手。われわれは、われわれが日本の
諸当局と直接交渉を行っていること、そしてこの関係の発展を見な
ければならないと伝える。少尉Notizの関係は21年11月3日のシン
ツィンガー領事との会談によって解明された（議事録は欠如）。
Illies & Co.は日本におけるユンカース社の代理店である。 
　７．Takata & Co., Tokyo.
　　　 20年8月　航空機とデューレン金属工場（Dürener Metallwerke）の
半製品についての問い合わせ。問題となるのは海軍のみ。高田はシ
ンツィンガー領事と連絡を取ることを懇請した（20年12月）。われ
われは、Transatlantic社との打開策ができれば、高田―シンツィン
ガーの結びつきを了解すると表明42。 
　８．Mitsui & Co., Hamburg.
　　　 19年9月　航空機に関する問い合わせ。提案を差し出し、三井と進
んで協力する用意があると表明。シンツィンガーには21年4月、三
井との通信につき知らせる。彼は三井の申し出に礼を言うよう勧め
る。代理がほかの方法で手配されたので。
　　　 　21年10月　改めて提案の要請あり。Stottmeister商会（ライプツィ
ヒ）との関係―この商社とはわれわれも交渉したが―が何の成果も
生まなかったからである。航空機を供給することはできない。
　　　 　22年11月　三井が、陸軍大佐小磯と大尉Nagaoが航空機を購入す
42 兵器・機械商社である高田商会は、日清・日露期から大活躍し、その分野で
は三井物産を凌ぐ勢力を誇ったとされる。ジーメンス事件では、戦艦「金剛」
受注をめぐって三井物産と激しく争った。高田商会について、詳しくは奈倉
［2013］、第２章「高田商会とアームストロング社日本代理店・代理人」参照。
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る目的のため当地に到着するだろうと伝えてきた43。われわれは、
これら紳士とすでに別の関係で連絡を取っている（シンツィンガー
－Reimers）と知らせた。 
　９．Transatlantic , Berlin.
　　　 21年1月　当面、陸軍への航空機供給のみが問題になった。という
の は、 陸 軍 がTakata & Co.と は 協 力 し よ う と 欲 し な い か ら44。
Transatlanticの協力者ハック博士は、大使館付陸軍武官Imai少佐とコ
ンタクトを持っているシンツィンガー領事を使うことを薦めてい
る。シンツィンガーは大使館付海軍武官Araki（荒城）大佐との交
渉を始めている45。両者に航空機、交換部品および工場設備の提案
が提出されることになる。航空機の設計に関してはIwamoto博士と
会談。ライセンス問題はImai少佐と。
　　　 21年7月　シンツィンガーはTransatlanticとの関係を解消し、Takata 
& Co.と連絡を取る。シンツィンガー－Reimersの手数料。日本にお
43 9 月末、フランスを去り、約一か月半の英本国視察後、11 月下旬にベルリン
到着。ハインケル飛行機会社、ミュンヘンの BMW 発動機会社、その後デッサ
ウのユンカース社を視察している。フーゴーにも面接し、質疑応答で「博士の態
度に敬服」。昼食時にはユンカース社の技術者 6 － 7 人が同席し、空冷水冷をめ
ぐる技術問題での議論の「純真な雰囲気」に感銘を受けた。小磯［1963］、406-
408 ページ。小磯は、ハインケル、ユンカース、ドルニエなどの工場視察で、本
来は禁止されている軍用機関係の装備その他を見る機会を与えられた。ところが
彼は、ドイツ視察中に日本から連合国のドイツ監督委員に任命すると伝えられた。
彼は、「独逸の各会社工場を視察し絶対に秘匿してある兵器類迄で見せて貰った
今日、突如之を摘発せねばならぬ監督委員になることは、取りも直さず独逸側に
対する背信行為ともなるので男子としては到底忍び得ない」と、拒否の意思をい
くつものルートで示し、任命を回避して、アメリカを回って帰国した。同、410 ペー
ジ。他方、ハインケルの極秘情報（軍用機関連装備等）を知って、その隠ぺいを
助けるためにフランス等連合国の監督委員会の視察情報を事前に流した委員もい
た（永岑［2014b］）。どちらも、ドイツの秘密情報を守ろうとした点では共通する。
44 第一次世界大戦直後、高田商会は早速、航空機取引でも活動を開始したこと
がわかる。しかし、海軍との関係が深かった高田商会は、陸軍が使おうとしなかっ
たことが、このユンカースとの折衝で繰り返し出てくることに注目しておきたい。
45 第一次世界大戦後最初の大公使館付海軍武官。1921 年 2 月 24 日―23 年 5 月
31 日。日本近代史料研究会編［1971］、262 ページ。
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ける利益代表に関する合意。Dürenと住友（航空機工場）との交渉。
　10．Reimers & Co., Hamburg. 
　　　 21年2月　Reimers社のPors氏が日本における航空機販売のための書
類を要望。航空機2機の発注。大使館付海軍武官Arakiによる引き取
り。日本における代理関係でユンカース社―シンツィンガー－
Reimersの利益共同体。　
　11．Siemens-Schuckert-Werke, Berlin.
　　　 21年9月 Siemens-Schuckert社海外部が、三菱（Fa. Mitsubishi-Gesellshaft）
の航空機に関するわれわれへの問い合わせを差し出す。われわれは
案内書を送付。当社は航空機修理整備工場を設立したい意向。シン
ツィンガーにこの交渉につき知らせる。彼は、はじめられた交渉が
阻害されるのを回避するため、前向きの回答を薦める。　
　12．Citograph-Film-Gesellschaft m. b. H.　（海軍大佐v. Pustau） 
　　　 19年10月　Citograph-Film-Gesellschaftが日本における代理に関して
われわれのところに出頭。公使館書記官Togo博士がMatsunaga氏と
田中館教授と連絡を取り続けている。Citograph社部長Dettmann女史
と会社の代表v. Pustau氏の日本における代表の問題、手数料問題で
交渉。Pustauの枢密参事官Dr. Dr. Mori（ﾏﾏ）、元大臣Gotoとの関係。
Citograph社は三菱とコンタクトを持っている。
　　　 20年3月　PustauはCitograph社との関係を解消。1920年5月　われわ
れは、Citograph社―Pustauの解消後、我々の契約の無効性を示唆。
　　　 22年10月　Pustauが改めてわれわれに接近。われわれが作成した「世
界大戦中のドイツ航空制度について、われわれの経験に基づく日本
空軍建設の提案のための」覚書を送付。
　　　 22年11月　われわれは、もはやフリーハンドではないので、日本
向け代理を委託することができないと伝える46。　
　46 Bestehende Beziehungen zu Japan, Dessau, den 22. November 1922, in: DMA, JA 
0705 T02.
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　以上のように日本側が多様な経路で、それらがしばしば相互に重複ない
し対立しつつ、戦後混乱期にユンカース社に接近したことがわかる。しかし、
日本におけるユンカースの最も密接な取引関係が、この間に「シンツィン
ガー－Reimers」の線で確立したことも、この交渉経過の文書から明らかに
なる47。
　デッサウを訪問した日本人とそれを仲介した会社等とは、1919年11月
から22年11月までの間に、次の一覧リストのようになっていた48。
　
　　Takata & Co. Tokyo 
　　　　 1919年11月　 大 佐Okamoto、 中 佐Mutsuro、 同Murase、 同
Sugihara、同Sagawaの来訪により、Takata & Co.は我々のアドレス
を手に入れた。
　　Kpt. v. Pustau
　　　　 1919年12月　海軍大将Kato、大佐Watawawe（ﾏﾏ、おそらくは
Watanawe）からなる研究委員会の来訪が企てられたが、実際に
来たかどうかは不明。
　　田中館教授の推薦により、Tamaru教授が1921年6月11日来訪。
　　Reimers & Co. Hamburg
　　　　 1919年9月　3－4人の日本人委員会（名前不詳）来訪。飛行機の
引き取り。
　　Mitsui & Co., Hamburg
　　　　 1922年5月　航空機工場Aichi Watch & Co., Nagoyaの技師Yonezawa
　　　　 同年9月　Mitsuiが大佐Koisoと大尉Nagaoをわが社に連れてきた
47 シンツィンガー（Schinzinger）は、日露戦争の前から東京駐在クルップ代表
としてビューロー首相への政策転換（日本人将校のプロイセン軍への受け入れ）
を求める提言などにかかわり、その親日的態度は明確だった。サーラ［2008］
188-189、218 ページ。第一次世界大戦後、彼はベルリンの日本名誉領事となっ
ていた。Sander-Nagashima［2006］, p.44. ザンダー = ナガシマ［2008］、240 ページ。
48 Verzeichnis der in Dessau gewesenen Japaner und deren Beziehungen zu unseren 
Mitarbeitern, Dessau, den 24. November 1922, in: DMA, JA 0705 T02. 
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いといったが、われわれはこの訪問を断った。すでに彼らとは
Reimersを通じてコンタクトをもっていたから。
　Schinzinger-Hack
陸軍 海軍 民間
21 年 1 月 10 日 少佐 Hagshi（ﾏﾏ）、
大尉 Seto
21 年 2 月 12 日 海軍大佐 Araki
（大使館付武官）
少尉 Takata
（ベルリン日本大使館付航
空機専門家）
技師・海軍大佐 Sumida
　　　同　Shiraishi
　　　同　Mitsui
（パリからの航空機専門家）
　博士 Iwamoto
21 年 9 月 6 日 海軍大佐 Araki
海軍少佐 Ozkai
　　少尉 Magoshi
技師・海軍大佐 Tanaka
　　　同 Ojava（ﾏﾏ）　　　
21 年 9 月 29 日 大佐 Kitagawa
大尉 Makino
22 年 3 月 29 日 予告なしの来訪 海軍大佐 Nishie
 　　　　 Koboajashi（ﾏﾏ
 　　　　 Kobayashi か）
 　　　　 Tukui　 
受け入れず。研究所の
指導的幹部が不在のため。
22 年 7 月 26 日 技師 Nishie
教授 Kobayashi
博士 Junichi Obata
22 年 10 月 12 日 海軍大佐 Araki
 　同　Takahara
（フロートの引取）
22 年 11 月 25 日 大佐 Koiso
中佐 Fuhui
（ﾏﾏ Fukui か）
大尉 Nagao
同 Nagishi（ﾏﾏ）
同 Hayashi
少佐 Oshima
（大使館付武官代理）
22 年 11 月 27 日 5 人の住友（航空機工場）技師
　以上からも、ユンカースと日本との間には多様な仲介者がいたこと、し
かし、この時期にはシンツィンガーとハックを介しての接触・交渉が圧倒
的に多かったことがわかる。その最初の頃の接触に関する文書で、彼らは、
海軍大佐Araki（荒城）がユンカース社の「本気の友」であり、「共同の努
力の支援者」であることを強調していた49。
　それでは、その交渉の在り方ないし進み方はどうだったであろうか。ユ
49 Schreiben von Konsul A. Schinzinger und Dr. F. W. Hack an die Junkers-Werke A. G., 
in: DMA, JA 0705 T02.
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ンカース社にとっては、それは必ずしも満足のいくものではなく、むしろ、
以下に見るように相当に憤慨するものであった。
　1922年1月13日の「日本への航空機」に関するユンカース社の会議で、ハッ
ク博士が日本における航空交通とドイツの航空機ないしドイツの機材によ
る航空機製造の開始の見通しについて、「粉飾のない報告」を行った50。
　それによれば、日本側はすべてのことについて「政治的状況」を考慮し
なければならないとし、この分野でのあらゆる確たる約束が妨げられてい
た。日本の委員会に対するユンカースの「大きな譲歩は完全に」評価され
正当に認められていた。委員の全員が最良の意味合いでユンカースについ
て報告していた。しかし、ドイツ航空機による航空交通計画の企図は、大
きな困難に直面した。この間に、日本は3機のユンカース機を協商国（ア
ンタンテ）から割り当てられた。当然にもこの航空機の運転開始に、そし
てこの航空機の運転が保障されることに非常に大きな関心が寄せられた。
その結果、日本は、アメリカにある5機のユンカースを予備機として確保
するため購入しようとの真剣な意図を持った。ところが、ここでもまた「ア
メリカとの政治情勢を配慮して」、何の公式の一歩も取れていなかった。
そこで、ユンカースからの調達を賠償給付の道で獲得できないかと、模索
する状況だった。日本側は、このアメリカにあるユンカース機の価格問題
での譲歩も希望していた。ユンカース側としては、この際は、直接的な金
銭的儲けは重要ではなく、むしろ、マシーンの日本での運転開始と専門要
員の派遣や交換部品の供給でもたらされる将来の儲けが重要だということ
を考慮しなければならないのではないか、といった議論が交わされた。日
本での小規模の製造も排除はされないというのがユンカース側の見解で
あった。しかし、ハック博士は、日本政府が公式にはユンカースにアクセ
スすることはできず、交渉は日本の民間会社の仲介によって行われなけれ
ばならないと強調した。ベルリンでの交渉担当者（オッファーマン）は、
50 Niederschrift einer Besprechung zwischen Oberleutnant Seitz, Offermann und Müller 
am 13. Januar 1922 in Berlin, in: DMA, JA 0705 T02.
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本社に対し価格問題での態度表明を求めた51。
　これを受けた1922年1月18日付のユンカース社の「日本への飛行機」に
関する社内文書によれば、本社側は交渉の担当者に厳しい交渉路線を指示
した52。それによれば、シンツィンガー領事もハック博士も「非常に日本
政府のためには」良く仕事をしている。日本政府の代理人は日本領事とし
てのシンツィンガーである。しかし、彼らはユンカース社の利益を十分に
は代表してはいない。それゆえに我々はシンツィンガーとハックに対して
も我々の利益を擁護するようにさせなければならない。しかし、間に立つ
担当者（オッファーマン）はこの点を十分には考えていない。そこで、彼
に決定的な方法で、このようなやり方ではもう前に進めない、これ以上シ
ンツィンガーとハック並びに日本人に「我々をたぶらかさせるわけにはい
かない」と指示した。ユンカース社としては、シンツィンガーとハックの
希望と薦めで長い間日本人に「最大級の大幅な譲歩」を示してきた。彼ら
に通常のビジネス慣行をはるかに超えて、工場、労働の仕方、設計を見せ
てきた。しかもそれが、単に一人とか数人とかではなく、「並はずれて多
数の」政府の、陸軍、海軍、それに技師の代表者たちに対してだった。そ
の返礼として、日本への航空機の導入と購入の多かれ少なかれ明確なポジ
ティヴな「約束だけ」はあった。しかし、これまで何の具体的な成果もあ
がっていない。逆だ。むしろ、見通しは明らかに、よくなるよりも、悪く
なっている。「政府ができないので」との逃げ口上は何の役にも立たない
と本社側は怒った。そうした逃げ口上は、日本政府が他の航空機、なかで
もドルニエ飛行艇を買うという事実と矛盾しているではないか、と。日本
側の全行動から、ユンカース側が譲歩しても約束の利益はなく、むしろ逆
に不利ばかりもたらされるのだ。日本側に、そしてシンツィンガーとハッ
クにも、この芝居をもうこれ以上続けるつもりはない、こんな結びつきに
は何の関心もないとエネルギッシュにはっきりさせなければならないとし
た。目下提供できる航空機の価値は、「最近相当に」上がっており、販売
51 Ibid.
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可能性は前より良くなってきた。この前の提案で日本にチャンスを提供し
たのだ。それに応じないなら、他の希望者を優先せざるを得ない。価格問
題でのこれ以上の譲歩は、すでに示唆したような他のポジティヴな利益が
提供されない限り、ありえないなどと伝えた53。
　したがって、約一か月後、1922年3月末に「予告なしに」デッサウの工
場を訪問した日本海軍の3人の将校に対しては冷たかった。ユンカースの
研究開発の最も重要な研究所を視察したいという彼らの希望に対しては、
「研究所の指導的幹部がだれもいないので」、また、「同研究所はユンカー
ス教授の純粋に私的な研究所であり、わが社とは何も関係がない」などと
いうまさに逃げ口上と思われる理由で、拒否した。しかし、「猜疑心を起
こさせないため」、差し押さえられた飛行機がある大きな組み立てホール
の視察が彼らにゆだねられた。しかし、この提案は、日本人に「興味がな
い」というので断られた54。
　1922年6月17日付のシンツィンガー領事とハック連名の書簡によれば、
日本帝国海軍の注文の可能性については、「遺憾ながら」否定的だった。「モ
ダンな飛行機が披露されなかったから」という理由が挙げられ、日本海軍
は目下は飛行艇タイプ、フロートタイプを優先するということだった。そ
れはすなわち、ドルニエ機種の選好を意味した。シンツィンガーとハック
は、ドルニエが「海軍当局との交渉でエネルギッシュに」売り込みを図っ
たこと、その結果として試験機一機の発注となったことに「言及しないわ
けにはいかない」と伝えた。また、彼らには、陸軍が発注するかどうか明
52 Schreiben an die Junkers-Werke. Betr.: Flugzeug nach Japan, in: ibid. ハックの親日
家ぶりは相当なものだったようである。中田［2015］。ただし、このタイトル自
体は過大表現。
53 Schreiben an die Junkers-Werke. Betr.: Flugzeug nach Japan, in: DMA, JA 0705 T02. 
「我々の努力に対する何らかの成果がない限り、すべての可能なデータなどを日
本人に引き渡す気はもうない」とも。Schreiben vom Junkers-Werke Hauptbüro an 
die Junkers-Flugzeugwerk A.-G. vom 11. Februar 1922, in: ibid.
54 Schreiben an die Junkers-Werke, Abt. PV vom 29. März 1922, in: DMA, JA 0705 
T02. この文書によれば、Nishie, Koboayaski（ﾏﾏ、正しくは Kobayashi であろう）, 
Fukui の 3 名の海軍将校。
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確な情報はなかった。デッサウを訪問し発注に尽力すると約束した陸軍大
佐（Kitagawa）はその点何も連絡してきていなかった。しかし、数日前に
は3人の将校がハックを訪ねてきて、ユンカースの旅客機を視察したので、
彼らに詳細なカタログ資料を持たせた55。
　ユンカース社が売り込みを図ったのは、旅客機であり、それを促進する
のは民間航空路線の開設であった。しかし、当時、日本に民間航空路線は
存在しなかった。時折、旅客機の運行が東京―神戸間で行われる程度であっ
た。シンツィンガーとハックは、海軍や陸軍の大使館付武官と、場合によっ
ては両当局からこの路線開設の補助金が獲得できるかを確認する問題でも
話し合った。海軍武官も陸軍武官も、ユンカース社が概略を書いた構想に
基づいて航空会社が設立されるのであれば、東京において補助金を認可す
ることに「賛成する」と表明した。また、シンツィンガーとハックは、「極
秘」だと断って、しかしこの機会にユンカース社に伝えないでおくことは
できない情報だとして、約2年前にツェッペリン社が完全に仕上げた航空
交通プロジェクトを東京で提案し、海軍省に補助金を申請したことを伝え
た。その申請は当時却下された。そのプロジェクトは純ドイツ企業の設立
を企図した。そのような企業に政府が融通するのは「政治的理由からもち
ろん問題になりえなかった」。それに対して、今回のユンカー社の提案は、
日本側から十分な資本が提供された後、ユンカース側がそれに見合った数
の航空機をその新設航空会社に提供し、その際、この会社自体は純日本企
業とするというものであった。この現物出資による会社設立は、ユンカー
ス社が当時ほかでも採用していた方式であった。シンツィンガーとハック
は、この提案なら「有望」だと見た。それで、日本のコンツェルンがその
提案に興味を持つように、経験に基づいた可能な限り詳細な資料を提供す
るよう依頼した。路線としてまず第一に考えられるのは、東京―神戸（大阪）
55 Schreiben von Konsul A. Schinzinger und Dr. F. W. Hack an die Junkers-Werke, den 
17. Juni 1922, in: DMA, JA 0705 T02. 日本海軍とドルニエ社の関係をテーマにす
る Sander-Nagashima［2006］はハインケル、川崎に言及しながら、海軍との関
係で日本進出において先行した肝心のドルニエに関しては言及がない。
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－下関の路線であり、そこからの連絡線として朝鮮のソウル（日本名、京城）
への路線であった。そして、そのようなプロジェクトを懸命に推進したい
ので、これに関する資料がじきに得られるよう希望すると申し出た56。
　1922年9月から10月のユンカース社内書簡をみると、シンツィンガーや
ハックを経由してこの数か月間に交渉は進展したようである57。
　試験飛行を完了した日本海軍向け2機の引き渡しが9月には決まってい
た。フロートのチェックに関しては、点検のためにデッサウに一人の将校
が派遣されることになった。シンツィンガーとハックは、海軍武官に、ユ
ンカース社の技師兼パイロット一人を日本政府の経費負担で飛行機と一緒
に送ることを薦めた。当海軍武官はこれに同意し、日本にこの提案を伝達
した。この技師兼パイロットは、日本にすでにある引き渡し済みの飛行機
の整備も行えるというのが派遣推薦理由の一つであった58。
　しかし、日本に発送された2機に関連して11月には問題が起きていた。
それによれば、積み込み作業の際、一機の主翼が巻き上げ機の故障で壊れ
てしまった。そこで全コストを計算し、代替翼をすぐに発送した。その損
害については仲介の商会（Reimers & C.）がオランダの保険会社に掛けて
いた保険で賄われた59。
　1923年2月には、デューレンでデュラルミン製法を3か月間学んだ60住友
の技師が武官と一緒にシンツィンガ ・ーハックを訪問した。武官は、デュー
レンで訓練期間を終えてベルリンに帰ってきて2月14日まで当地に滞在す
る5人の技師がデッサウを視察する可能性を打診するよう求めた。彼らは
56 Ibid. 
57 Schreiben von der Junkers-Werke Hauptbüro an die Junkers-Flugzeugwerk A.G., Betr. 
Verwertung Japan, vom 28. Sept. 22; Schreiben von der Junkers-Flugzeugwerke an die 
Junkers-Werke Hauptbüro, Abtlg. P.V. vom 3. Oktober 1922, in: DMA, JA 0705 T02. 
58 Schreiben von Konsul A. Schinzinger undDr. R. W. Hack an Junkers Flugzeugwerk 
am 26. September 1922, in: DMA, JA 0705 T02.
59 Schreiben der Junkers-Flugzeugwerke A. G. an die Firma Junkers-Werke Hauptbüro 
vom 28. November 1922, in: DMA, JA 0705 T02. その損害額の算定は Fokker ある
いはその会社のエンジニアが行ったと。
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材料の取り扱いと航空機設計に「異常な」関心を持っていた。シンツィン
ガー・ハックは即座に「目下の政治情勢とドイツ航空機産業に対するフラ
ンスの直接的な再度の脅迫のもと」では、工場視察は非常に難しいむだろ
う、もしその許可が与えられるとすれば、それは「並はずれた譲歩」とい
うことになろうとコメントした。そして、5人の名前（Araki、 Wada、Mu-
kai、Sato、Miyakawa）を伝え、日程としては、2月3日のできるだけすぐ
後が都合がいいと付け加えていた61。かなり強引な要請で、ユンカース側
はこれまでの苦い経験を改めて想起したであろう。
　
２．相対的安定期における競争と評価の確立
　
　1924年4月のユンカース社本部の文書はドイツ航空機産業家連盟の会員
向け情報の回状（3月27日付）を知らせている。その回状の第一節は「日
本への輸出」である。それは次のような情報認識であった62。
　
　　 　「三井（Mitsui & Co）は日本最大の会社の一つであり、輸出入業を
営み、海運業やあらゆる種類の工業に参加している。当社は日本政府
と密接なつながりを持っている。この会社にはしばしば政府の注文が
託されている。この会社がドイツで航空機材料を購入する意図を持っ
60 Pauer［1990］, S.299 は、「すでに 1922 年に海軍の日本人技師の一団が、航
空機製造におけるデュラルミン使用を学ぶため－とくに有名なロールバッハの
下で―長期滞在のためドイツに派遣された」として、日独技術交流における日
本人の在独研修の重要性を指摘している。
61 Schreiben von Konsul A. Schinzinger und Dr. F. W. Hack an die Junkers-
Flugzeugwerk A. G. am 1. Februar 1923, in: DMA, JA 0705 T02.
62 Verband Deutscher Luftfahrzeug-Industrieller. E. V, Mitglieder-Rundschreiben Nr. 
10/24, in: DMA, JA 0705 T02. 第二節は「外国製エンジン」であり、フランクフ
ルトの業者（J.Adler 社）がフランス製エンジン（1000 台の Gnome エンジン、
200 台の Le Rhone 80PS エンジン、100 台の Clerget130PS エンジン、400 台の
Hispano Suiza、水冷式・フランス製）を仕入れ、販売しようとしているので、関
心のある会社は直接申し出るようにと。
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ているというのはほとんどありそうにないことと思われる。日本の航
空制度は大部分がフランス人将校によって指導されている。日本の海
軍当局は、当方でつかんでいる限りでは、つい最近大量の航空機材料
をフランスで買い入れた。したがって、三井は、ドイツ航空機産業の
能力について情報を集め、おそらくはフランスとの契約もコントロー
ルしようと考えているようである。
　　 　ドイツ航空機諸社によるこの会社のアンケートへの回答は、当方と
しても懸念を持たざるを得ない。三井と交渉する会社は、航空機材料
の供給についてごく一般的に前向きであることを伝えるにとどめ、そ
の他の点では個別的に詳しい供給注文を求めるよう勧める。」
　
　フランスとの競争状況が、仲介する三井の活動を通じて浮かびあがって
いる。
　ユンカース社は、1925年、中国と日本へ、航空機売込みのために重役
プファイファーを派遣した。彼は11月30日に東京に到着し、仲介商社ラ
イマース社（Otto Reimers & Co., Hamburg）の社員（Fokkes, Adachi）と打
ち合わせを行った。東京事務所（Tokyo-Haus）からハンブルク本社に伝え
られたところによれば、プファイファーは航空機の技術的問題にはほとん
ど説明を加えなかったが、ヨーロッパの航空交通について興味深いデータ
を提供した。それは売り込みのため子爵後藤に会うときに使えそうであっ
た。プファイファーは内密の情報としてユンカース社長がすでに25年夏
に予定されていた中国と日本への飛行を26年春にも行うだろうと伝えた。
ライマース社は輸入許可を獲得するのには、何の困難もないだろうとみて
いた。ライマース社はこのプファイファーの旅行が第一には中国での宣伝
目的のため企画されていると推測していたが、日本も訪問することになっ
たのだとみていた。ライマース社としては、日本人がそれまでに若干の航
空機を自社を通して発注済みであることを望んでいた63。
　1926年1月30日のライマース社からユンカース社重役プファイファー宛
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書簡によれば、ライマース社東京事務所の社員（Adachi）の紹介状を持っ
て大谷光瑞（Otani Kozui）氏が夏にデッサウを訪れることが告げられた。
大谷は皇室と姻戚関係にあり、ヨーロッパで学ぶためやってくるのだった。
彼は飛行船旅行に非常に関心を寄せ、日本に民間航空会社を導入すること
に努力していた。もちろん大谷はこれまでのところ、それに成功していな
かった。彼が必要な資金を集めることができなかったからであった。大谷
は機種選定では非常にドルニエに傾いていた。しかし、東京事務所社員
（Adachi）が彼に今やユンカースにもっと関心を持たせることに成功して
いた。ライマース社は大谷氏に説明書、写真、統計などあらゆる資料を提
供した。それにより彼がユンカースの重要性をよく知るようになることを
目指した。大谷はまずトルコに旅行し、そこから夏のうちには、あるいは
それよりも早くドイツに向かう予定であった。この区間、彼は空路を利用
したいという希望を持っていた。そこで、彼ができるだけユンカース航空
機だけで旅行するのが、ライマース社とユンカース社にとって利益になる
と見た。そこで、プファイファーに対し、コンスタンチノープルからドイ
ツまでの旅程でユンカースの路線かユンカースの飛行機で旅することがで
きるよう調整を依頼した。その際、大谷が日本で非常に重要な人物である
ことを強調し、ユンカース社による行き届いたもてなしが将来役に立つこ
とになろうと伝えた。プファイファーが最近日本を旅行し、日本の諸事情
をよく知り、日本人をどのように処遇すればいいかを知っている人物とし
て頼んだわけである。同時に、日本における航空交通プロジェクトでの交
渉の進み具合も伝えた。その点では、額は少ないかもしれないが、国家の
援助金が認められる「小さな希望」があった64。
　しかし、その後、日本側の態度は大きく変わったようである。1926年
10月のユンカース社からライマース社宛書簡によれば、この間に、日本
63 Auszug aus Brief von Fa. Otto Reimers & Co., Hamburg, vom 4. Januar 1926, in: 
DMA, JA 0705 T03.
64 Schreiben von Otto Reimers & Co. Tokyo an Direktor Erich Pfeifer am 30. Januar 
1926, in: DMA, JA 0705 T03.
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はユンカースの様々の機種の総合的なライセンス取得に動き始めていた。
日本側は、「いまだ実験段階にある、したがってライセンス供与が問題に
なりえない」機種、W 33、W 34、およびG 31 までも含めた多数の機種の
ライセンスを求めていた。ユンカース社は開発段階からして、これら3つ
のタイプは製造ライセンスから抹消するように求め、関係筋に周知させる
よう要望していた65。
　この間、1926年7月20日、これまでユンカースと日本の関係者との中心
的担い手であったシンツィンガーが、「突然死去」した。日本領事館側は
これまでのシンツィンガーの業務をハック博士が引き継ぐことになると
伝えてきた66。しかし、シンツィンガーの実績と人脈はハックとは大きな
差があった。ハックは26年9月に新会社シンツィンガー・ハック社
（Schinzinger Hack & Co.）を設立して、これまでの関係を続けようとした。
しかし、その通知を受けたユンカース社は、既存の契約関係の新会社への
移譲について態度表明する前に、どのような契約上の義務が存在している
とみなされるべきかについて確認する必要があるとした。そして、その問
題は別として、「死去した総領事シンツィンガーとのこれまでの友好的な
関係をあなたの新会社に引き継ぐことに努める」とし、その関係が日本に
おけるビジネスの拡大によって支柱を得て堅固になることを希望すると
返答した67。
　しかし、実際にはユンカース社はハックの新会社との関係を解消し、ラ
イマース社を窓口とすることになった68。ハックの会社とはライマース社
を経由する間接的なものとなった。それは、これまでの経緯やロールバッ
65 Schreiben von Junkers-Werke Hauptbür an Otto Reimers & Co., Hamburg am 14. 
Oktober 1926, in: DMA, JA 0705 T03.
66 Schreiben vom Kais. Japanischen Generalkonsulat an Professor Junkers vom 30. Juli 
1926, in: DMA, JA 0705 T03.　が、二人の間には力量・人的関係で大きな差があっ
たものと思われる。
67 Schreiben an Firma Schinzinger Hack & Co., Berlin vom 18. September 1926, in: 
DMA, JA 0705 T03 
68 Übersicht über die Entwicklung der Beziehungen zu Japan, S.3, in: DMA, JA 0705 
T04.
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ハやドルニエといったユンカースにとっての競争企業の仲介業務をハック
が行ったこととも関係していたであろう。1927年2月のライマース社から
ユンカース社宛書簡は、「ロールバッハの競争」をテーマとしていた。そ
れは、ロールバッハ機の日本における「劣悪な経験」を伝えるものであっ
た。三菱内燃機（Mitsu Bishi Nainenki）69はロールバッハ機を製造してい
たが、その製造者から聞いたところでは、これらマシーンは6か月足らず
で早くも使い物にならなくなった。その主要理由は、当地の海水の強い破
壊作用に求められるべきであるとされた。その当否は別として、内燃機は
将来もうロールバッハを製造することはないだろうとライマース社東京事
務所に伝えた。ドイツ人設計者、バウマン教授（Prof. Baumann）はまだ
内燃機に雇われていた。しかし、内燃機では航空機がまだ「木材と布製翼
で製造されている」という状況であった。こうした競争相手の技術水準の
状況は、全金属製各種ユンカース機の売り込みに有利であった。したがっ
てこの情報がユンカースに注進された70。
　1927年7月にはユンカース社に対しライマース社からドルニエ－コメッ
ト機に関する情報も寄せられた。それは、ユンカース社が『航空路
（Luftweg）』誌第8号（27年4月25日）に掲載された記事に関して問い合わ
せたことに対する返事であった。ライマース社が調査したところ、雑誌記
事で問題になっているのは具体的には日本だけで川崎（造船所）によって
組み立てられている―個々の部分はドルニエから取り寄せられている―3
機のドルニエ－コメットについてであった。3機のうち第一機は同年2月
69 三 菱 重 工 業 の「 沿 革 」（http://www.mhi.co.jp/company/outline/contents/history.
html）によれば、三菱造船株式会社から 1920 年に三菱内燃機製造会社が創られ、
翌 21 年に三菱内燃機株式会社に社名変更されていた。後、28 年に三菱航空機
株式会社となる。まさに、ユンカースからの民間機・軍用機の大量ライセンス
を取得することと並行したものであり、ここに航空機製造が前面にでてくる。
航空機の主たる買い手が軍であることを考えれば、 航空兵力・空軍建設の時代が
到来したことはここでも明確になった。
70 Schreiben von Otto Reimers & Co. an Junkers-flugzeugwerk A. G. Abtl. Vertrieb, 
Dessau vom 9. Februar 1927, in: DMA, JA 0705 T03. .
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に最初の試験飛行を行った。外部に対しては「完全な成功だけ」が語られ
た。しかし、事実においてはすべてがうまくはいかなかったようで、プロ
ペラの「細かな変更」がまだ加えられなければならないという。しかし、
ライマース社が得た情報では、それは唯一の障害ではなかった。だが、「日
本で普通のなんでも秘密にしたがる癖」のなかでは、正確な詳細は確認で
きなかった。ただ最初の航空機の2枚の写真を手に入れ、同封されていた。
残りの2機も「もう間もなく」完成するとのことであった。別のところか
ら仕入れた情報では、日本の会社（Tozai Koku-kai）がこの3機を「ばかば
かしいほどの安い価格で」川崎から買った。川崎の当初の意図ではこの3
機を軍に売るつもりだったが、軍がその引き取りを拒否した。この情報は、
ドルニエ社の航空機の日本（軍）における評価を端的に示すものであり、
ユンカースにとってはチャンスを意味した。
　川崎は日本陸軍のために若干の金属製爆撃機を製作していた。このマ
シーンはドルニエの製造法により仕上げられたとされていた。けれども、
著名なドルニエ・タイプの一つではなく、日本政府が独自の仕様書を出し
て、川崎はそれに従って航空機を完成させた。この航空機で得られた結果
について、ライマース社は「矛盾する報告」を入手していた。製造が「並
はずれて秘密に」行われているため、データが手に入らず、日本の新聞に
は写真が一切発表されていなかった。新聞の報告によれば、川崎は大変な
金融危機にあり、経営の再編が行われるに違いないという状況であった71。
　この書簡がライマース社から届く少し前の1927年5月には、デッサウ本
社工場を海軍大佐（Ichikawa）が海軍少佐（Yoshimura）を伴って訪問して
いた。大佐は日本最大の飛行場の一つの司令官であり、特に民間航空に関
心を持っていた。航空機のディーゼル・エンジンをできれば見たいとした。
しかし、それは許されなかった。ユンカース社としては、この機会に川西
71 Schreiben von Otto Reimers & Co. an Junkers-Flugzeugwerk A. G. vom 20. Juli 
1927, in: DMA. JA 0705 T03. 書簡中、Kawasaki と Kawasaki － Werft（造船所）の
二つが使われているが、ここでの紹介では、川崎に統一した。
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について情報を得ようとした。川西は航空に関心を持ち、自分の機種を開
発しようとしていた。しかし、何らかのライセンスをまだ手に入れていな
いようであった。航空交通で考えられているのは、第一には満州との連絡
であった。したがって、主として飛行艇が問題になるだろうと推測された。
ユンカースのG 31は、彼らに非常に強い印象を与えた。特別な関心を喚
起したのは、L 55エンジンのためのクランクシャフトであった。少佐
（Yoshimura）は、現在ベルリンの航空武官（Luftfahrt-Attaché）で、この
資格で一年間滞在することになっていた。彼は、ユンカース社の様々の機
種の価格をベルリンに知らせるよう要請した。もちろんユンカー社側はこ
れを約束し、宣伝用材料を両者に渡した。価格については、F 13、W 33、W 
34、A 35、およびG 24の目下有効な価格を提示し、G 31については予定価
格を提供することにした72。
　1927年8月には、極秘情報としてドルニエ社が来るべき神戸－上海間路
線のため3機の大型飛行艇を受注したことを掴んだ。この受注に当たって
は日本海軍当局の鑑定書が決定的だったということだった73。
　ユンカース本社には、ライマース社を通じて、エンジン・ライセンス取
得に関しても照会があった。B.M.W社がB.M.W. 6と日本に提供したライセ
ンスで「いい商売をしている」ので、どのような条件ならライセンスを提
供する用意があるかを知りたいということであった。ユンカース社として
は、基本的にはライセンス提供の可能性はあるが、詳細は本当に関心があ
るのか、またいかなる会社が関心を持っているのかが確定されてから提示
することができるとした74。
72 Akten-Notiz am 24. Mai 1927. Betr: Besuch des japanischen Capitäns Ichikawa, in: 
DMA, JA 0705 T03.
73 Aktennotiz vom 30. August 1927. Betr.: Japan.-Bestellung bei Dornier, in: DMA, JA 
0705 T03. 
74 Aktenvermerk vom 5. 11. 1927. Betr.: Reimers-Besprechung am Dienstag, den 1. 
Nov. 27, in: DMA, JA 0705 T03. 川崎と BMW との契約の航空機エンジンに関
する交渉の成功（1927 年）とドイツ人指導下での製造に関しては、Sander-
Nagashima［2006］, p.45 にドイツ連邦文書館―軍事文書館（フライブルク）の
ドキュメントを根拠にした叙述がある。
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　その後、ライセンス供与交渉は順調に進んだようで、それを後押しした
事情にはユンカース社の金融状況の厳しさもあった。経営会議でユンカー
ス教授は繰り返し述べていたようであるが、27年11月の会議でも外国へ
のライセンス供与の可能性が議論になった。ライセンス供与の交渉でそれ
まで問題になっていたのは、イタリア、アメリカ、「継承諸国」75等であっ
た。そこに、「緊急の案件」として日本が登場した。ユンカース社が入手
したすべての情報によれば、適切な代理人の派遣によって目的が達成され
るほどに準備が行き届き、機は熟していた。販売担当者は、カウマン博士
の派遣を提案した。それは、一方では、彼が純ライセンス交渉以外にまだ
考慮すべき特殊な諸課題（航空機販売とユンカース社航空機による航空交
通の組織化）のために必要な予備知識と経験を持っているからであり、他
方では、東京のドイツ大使ゾルフ博士との近い親戚関係により、必要なす
べての紹介やコネを最も迅速にかつ最も簡単に手に入れ、それによって計
画された仕事を根本的に容易にし、加速できる状態にあったからであった。
最近実現した独日通商条約の締結76により、東京のドイツ大使館が「改め
て威信と影響力を獲得した」という事情も考慮された。ゾルフが健康上の
理由から間もなく大使の職を離れ、28年3月末より長くは東京にとどまれ
ないことも、カウマン派遣と交渉の緊急性の理由とされた77。
　カウマン派遣の決定の知らせを受けたアーヘン工科大学教授カルマン
（Karman）はそれを歓迎した。そして、ユンカース社が、三菱一社との排
他的な契約を結ぶことの可否について質問したことに対しては、「当該案
件の場合、イエス」と返答した。この間に、川西がカルマンに電報で改め
て日本と中国での代理の引き受けたいと求めてきていたのだが、川西排除
75 Nachfolgestaaten. 第一次世界大戦後旧オーストリア－ = ハンガリー帝国解体
後に生じた諸国。
76 1927 年の日独通商条約に関しては、工藤［2008b］参照。
77 Aktennotiz vom 17. November 1927, in: DMA, JA 0705 T03. ゾルフは、第一次世
界大戦で敵対したドイツと日本の外交的・政治的関係が 1920 年に修復されて最
初のドイツ大使であり、満鉄総裁・内務大臣・外務大臣を歴任して東京市長となっ
た後藤新平（当時子爵）と彼の留学時代から親交があった。加藤［2008］、26 ページ。
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をよしとしたわけである78。
　　
３．三菱とのライセンス交渉へ　
　
　シュトレーゼマン外交、履行政策の実施と内外の経済安定化の中で、ド
イツの国際連盟への加入やそこでの重要な位置、パリ不戦条約の成立と
いった国際環境の平和的推移のなかで、航空機産業に対する戦勝国からの
規制も撤廃されていく。
　ヴェルサイユ条約はその軍事条項の実行を監督するための組織を作った。
連合国の「国際監督委員会（Inter-Allied Control Commission, Interallierte Kon-
trollkommission）」（条約第203-210条、うち航空監督委員会規定は第210条）
がそれである。1925年のドイツの秘密文書はさまざまの証拠を提示して
基本的にドイツの軍縮は条約が決めた通り実施されたと主張している。そ
して、条約の厳密な実行の上は、当然にも国際的な監督・統制の撤廃がな
されなければならないとした。制限撤廃は、ドイツ側からすればようやく
26年5月のパリ航空協定で実現することになる79。条約によれば、同盟国
とそれに連合した諸国による対独軍事監督は、ドイツの条約通りの完全な
軍縮を監視するためのものであったからである。しかも、ドイツに対する
制限・禁止条項は、その条約通りの実行、すなわちドイツの厳密な軍縮が
それに続く世界の軍縮の前提となると規定していた。ドイツが軍縮規定を
完遂したとすれば、次は、同盟国（協商国）とその連合諸国による軍縮の
実行が、条約上の義務となる。ドイツ側はそれを求めた。ドイツ側として
は、すでに22年ごろまでには条約通りの軍縮が完遂していた。その事実
は同盟国と連合国の重要人物も確認していた。24年末になっても監督が
78 Schreiben von Prof. v. Kármán an Junkers-Werke, Abteilung Vertrieb und Luftverkehr 
vom 4. 1. 1928, in: DMA, JA 0705 T04.
79 Völker［1962］, S.148. 制約の「概念規定の根本的諸ポイントが改良された。
これが外交的戦略の最初の成功であり、空の軍備（Luftrüstung）の準備がほぼ同
時に始動した」。Budraß, L.［2006］, S.212.
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廃止されていないとすれば、それはフランスの「ドイツ報復に対する恐怖」
であった。フランスは第一次世界大戦以前よりも大規模な軍事力を固持し
ており、問題は「フランス軍国主義だ」とした。これこそ削減対象だとい
うわけである。すくなくとも、この国際監督委員会は即刻廃止すべきだ、
その存在理由はもはやない、というのが秘密文書の趣旨であった80。
　まさにこの路線で活発な折衝が行われたことも重要な要因であろうが、
軍事監督の委員会は廃止され、監督業務は国際連盟の行う仕事となった。
こうして大型民間機の開発は可能となった81。
　しかし経過からみると、また、ユンカース社の先に見た怒りの文書から
も分かるように、旅客機については「さまざまの日本政府当局」が褒める
ことはあっても、実際の本格的な導入の検討は、少なくともユンカース社
が入手した情報では、「航空交通組織のための最初の国家予算が承認され
た」27年初め以降だった。この時期から民間航空機への、したがってユ
ンカース機への関心の高まりが把握できた。デッサウにはつぎつぎと日本
の委員会がやってきた82。
　日本側が航空兵力構築をどのように進めようとしていたか、それについ
ては本稿の検討外であり、日本研究者に任せるしかないが、ユンカー社へ
の接近においては小磯国昭が一つの大きな役割を果たしたようである。戦
後に書かれた自叙伝であり、記憶による証言は時間的に不正確な所・不明
80 次の極秘文書（所蔵図書館の推定では 1925 年のドイツ外務省の文書であ
り、内容と引用されている諸文書からしてこの推定は妥当であろう）、Kurze 
Denkschrift über die Interallierte Militär-Kontrollkommission（I.M.K.K）,（URL:http://
pegasus.law.columbia.edu/record=b479522~S9）. 
81 軍の側の再軍備の準備がどこまででのように進んでいたかは航空機生産基盤
の形成を主対象とする本稿の検討外であるが、国際連盟の監視の解除、軍の秘
密の「外国の敵に対する防衛力と国内秩序権力として」（Völker［1962］, S.126）
必要な空軍建設のための諸活動や諸編成については、Ibid., S.123-292.　その過
程での航空機企業との関係については、Budraß［1998］, S. 21-291, Maier［2007］
など重要な先行研究がある。
82 Bericht für Prof. Junkers. Übersicht über die Entwicklung der Beziehungen zu Japan, 
in: DMA, JA 0705 T04.
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なところ、そして内容的には後知恵の部分もあるが、一応見ておくと次の
ようである。1928年4月、次女美智子の山脇女学校入学をしるし、同年12
月の「医師の誤診に依り終に不帰の客となった」ことを書いた後、その間
の彼の行動を説明している。
　
　　 　「元来、蘇連や支那と戦争する場合に使用する遠距離爆撃機の飛行
半径は長いほど便利であるには相違ないが、之とて一定の限度を決定
しておくのでなければ飛行機製作上の設計にも困る訳である。そこで
日本陸軍の立場に於いて米国と開戦することは極力避くべきではある
が、好むと好まぬに拘わらず万一ということは考えて置かねばならぬ。
依って台湾を基地としてマニラとの間を往復し、尚マニラ上空におい
て三十分内外活動し得るような性能を有する飛行機が得らるれば、蘇
連や支那に対する爆撃機としても優に役に立つだろうと考えた。之を
日本で設計することもよいが、外国に此の種のものがあるならば取り
敢えず、ライセンスを買って試作して見てはどうだろうかと思い、本
部長に意見を具申して見たところ、面白かろう、やってみようという
ことになった。
　　 　技術部に頼んで研究して貰ったところ、丁度独逸ユンカー会社にユ
ンカー十型と称したと記憶するが一つの恰好なものが見付かった。…
そこで三菱常務渋谷米太郎君を呼んで、一つやってみる考はないか、
試作費は航空本部で持ち、出来上がったら引き続き製作註文をすると
いう条件で引き受けないかと問うて見た。」と83。
　
　日本のユンカース社航空機への関心の高まりは、1927年12月には日本
陸軍当局からユンカース教授宛招待電報が送られたという誤解ないし誤報
までも飛び出す状態になった。ライマースがベルリンで28年1月9日、大
83 小磯［1963］、422-423 ページ。小磯は、ユンカースをユンカーと誤記してい
るが、そのままにしておいた。
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使館付陸軍武官大村（有隣）84に会った際確認したところ、そのようなも
のが送られたこと、あるいはそのようなことが意図されたことも承知して
いないと判明した。その場でライマースは日本との交渉担当者カウマン博
士にも会った。大村は陸軍省が二人の金属製航空機専門家を派遣しようと
していることを伝えた。ライマースは、ハックから日本の大使館付陸軍武
官がユンカース社との交渉を、そして、ユンカース社が日本で協力する用
意があるかどうか、あるとすればどのようなやり方がありうるか確認する
ことを託されたと伝えてきた。ドイツ側は、日本側がライセンスを買うこ
とによってのみ、同時にできる限りたくさんの軍用機（K-Flugzeuge）を
買うことと併せて、実現可能だと陸軍武官に伝えることにした。ユンカー
ス社の担当者（Dr. Seyfert）、カウマン博士、そして大村武官の何度もの話
し合いを踏まえ、同月11日には、相当数の日本人をデッサウで訓練する
こと、さらに若干のドイツ人を日本に派遣することなどがまとまってきた。
ライセンスの価格交渉も進められた。この時点では、日本の考えはユンカー
スのそれとは「まだ遠く」離れていた。（三菱）内燃機は3万ポンドを提示
した。それには一人の技師による日本での正確な大型軍用機製図の作成も
含まれていた。これが順調にいけば、翌年、さらに1万ポンドを支払うと
いうものだった。ライマース社東京事務所はこうした提案は全く受け入れ
られないと返答した。しかし、内燃機の後ろには「政府当局がいる」こと
を想定し、対案を出す必要があるとした85
　こうした環境変化の中でユンカース社は、日本が航空交通のために機種
を選ぶ段階にあること、1928年春から夏までにその決定が下されるだろ
うとの情報も掴み、大型機の販路開拓の希望を持った。機種選定の交渉に
なればユンカースに「いいチャンスがある」とみた。しかし他方で、日本
84 史料中、中尉（Oberleutnant）となっている。在任期間 1927 年 3 月 5 日―29
年 7 月 31 日。前掲『日本陸海軍の制度・組織・人事』、200 ページ。だだし、
ここでは少将となっているが、昇進最後の階級を示していると思われる。
85 Schreiben von Reimers & Co. an Junkers-Flugzeugwerk A.G. vom 11. Januar 1928, 
in: DMM, JA 0705 T04. 
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人がこの間突き進んでいる根本的観点は、実は民間機ではなく、むしろ、
軍用機、とくに「大型爆撃機を持ちたい」ということにあることも確認し
ていた86。
　そもそも、「大型爆撃機」に対する関心は、日本（三菱、その背後の軍）
にとってはドイツの航空機に着目した当初から一貫したものであった。軍
用機において大型爆撃機を志向する態度は、伝統的な海軍の大鑑巨砲主義
を連想させるところがあろう。第一次世界大戦中、すでに従来の製造法（素
材は木材、鋼、布の混合）で大型飛行機を作っていたロールバッハが戦後
（1920年）開発した全金属製大型旅客機（12－18人乗り）は旅客機ながら、
ヴェルサイユ条約の禁止規定に触れるとされた。「1000馬力旅客機」
（E.4/20）は、解体された87。その後数年間は、大型であることが軍用機転
用の可能性の観点から、禁止対象となった。ロールバッハの大型機は、日
本も戦勝国重要メンバーとして加わった「同盟国国際監督委員会（Inter-
Allied Control Commission, Interallierte Kontrollkommission）」（ 条 約 第203-
210条、うち航空監視の委員会規定は第210条）により軍縮対象とされた
のだが、日本はまさにその禁止解体対象のロールバッハの大型機の導入を
図った。ロールバッハは航空機製造禁止期間中（22年5月5日まで88）の20
年から21年にかけ、大型機、すなわち「ツェッペリン工場の1000馬力航
空機」の構想論文をいくつもの雑誌に発表していた。それを見てソ連や日
86 Notizen über Besprechung am 16. Februar 1928, in: DMA, JA 0301 T22, M09. （た
だその日本側における経過の実証的解明は今後の課題である）。　
87 Grosz/Schmeelke［2006］, S.95, 110..
88 条約での製造禁止期間は発行後 6 か月だったが、ドイツ側の既存航空機・エ
ンジン等の引き渡し・破壊の遅延などを理由に何回か期間が延長された結果で
あった。監視は航空保障委員会（Luftfahrtgarantiekommision）に移された。製造
禁止が解除されても、許容される航空機には厳しい「概念規定」の制約（1922
年 4 月 14 日のドイツ政府宛通達）があった。武装ないし装甲の航空機はいかな
る形態でも、改めて禁止された。「概念規定」の最終的解除は 26 年のパリ航空
協定によってであった。Völker［1962］,S.129f. 23 年 1 月 1 日に領土内航空主
権は条約 320 の規定により回復した。連合国のドイツ内の上空横断、飛来、着
陸の一方的権利は消滅した。Ibid., S.132.　
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本、そしてイギリス、トルコが反応した。最初、彼にはソ連との話があっ
たが89、契約が実現したのは結局、日本（三菱）とであった。その契約締
結後、1922年6月にロールバッハはベルリンに「ロールバッハ金属航空機
製造有限会社（ベルリン）」を設立し、その子会社をデンマークに作った。
三菱はこれを経由する形で導入した90。しかし、その後27年までに三菱は
後述のようにロールバッハ機には幻滅していた。
　
　ユンカース社は大使館付武官から、日本が持ちたいと希望するデータ
を「最近」手に入れた。そのデータからすると、まさに開発中の大型機J 
38が適していた。そこで、日本人とはこの分野から最初に取引関係に入
ることができるとの見通しを持った91。大型機J 38について、ユンカース
社はライヒ交通省に受注を働きかけていた。しかし、当局はすでに多額
の資金を大型の飛行艇に投じていることなどから前向きではなかった92。
それだけに日本に売れることになれば大きな成果であった。厳しい資金
繰りに迫られて、信用力を高め、租税上の利点を引き出し、対外的に会
社宣伝の効果を上げるために、フーゴー・ユンカースが所有するいくつ
かの会社を統一した大きな株式会社に編成替えすることが検討されてい
89 Schreiben vonSeitz（Büro Berlin） an Prof. Junkers betr. Besuch Ratmanoff 
（Information über Verhandlung einer russ. Delegation mit Rohrbach, Sablatnig und der 
DLR über Bau einer Fabrik für Duralmin, Metallflugzeugen, Motoren usw. In Moskau）, 
in: DMA, JA 0501 T06 M22.
90 Budraß, L.［1998］, S.131.　日本導入後、イギリス、トルコが、そして 1926 年
1 月にはルフトハンザがロールバッハの飛行艇を導入した。27 年に製造された
飛行艇「ロッコ」は翼副 38 メートルで当時世界最大の飛行艇だった。Ibid., S.132f. 
しかし、イギリスが買ったのは、いわば「スクラップにするため」であり、解
体するまで徹底的にさまざまの実験をして、ロールバッハ型の単翼金属航空機
の欠点を暴き出し、イギリスにおける複葉機開発路線を継続するためであった。
「事実、イギリス人は 30 年代まで複葉機を優先した」と。Wagner［1991］, S.15.
91 Notizen über Besprechung am 16. Februar 1928, in: DMA, JA 0301 T22, M09.
92 Schreiben Ringwald an Kapitän Lahs vom 8. August 1928, in: DMA, JA 0301 T22, 
M36.
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た状況下だから93、日本への販売見通し（航空機販売とライセンス契約）
は大きな意味を持った94。
　1928年5月のフーゴー・ユンカース宛のある報告書によれば、ユンカー
スが日本における交渉を任せたカウマン博士に託した「日本における航空
交通の問題」、具体的には「航空交通の樹立でのユンカースによる日本人
の支援」（すなわちユンカース社民間航空機の販路開拓）については、こ
の時までの交渉の進捗状況からは、「問題にならなかった」95。
　カウマンは、後のことになるが、ナチス体制下、1942年に「独逸国立
航空工業聯盟日本代表」となった。そして、「独逸航空輸送会社即ちドイツ・
ルフトハンザ株式会社」の発展を概観した本を出版している96。「ナチス
政権が確立せられてから六ケ年半、全ドイツ民族の武装が命令せられてか
ら僅か四ケ年半にして、ドイツは世界屈指の空軍国となった。これは如何
にして達成せられたのであろうか。貧弱さうに思われたドイツ国民経済並
びに軍経済の母体から、如何にしてこれを生育したのであろうか？」と問
いを投げかけ、「此の偉大にして迅速なるドイツ航空の復興は、1933年（昭
93 Niederschrift über die Besprechung am 24. November 1928; Zusammenstellung 
der Möglichkeiten, aus der gegenwärtigen schwierigen Geldlage der Jumo bezw. Des 
Konyerns herausgekommen am 4. Dez. 1928; Aktennotiz. Betreffend Umgründung der 
Junkers Werke vom 4. Dez. 1928, in: DMA, JA 0301 T22 M51. 
94 この時点では金融問題解決策の二つの可能性として、「さらなるライセンス
契約の締結」が真っ先に挙げられていた。そこではシュコダ、ヴィッカース等
との交渉が問題になっていた。Notizen über die Besprechung v. 29. 11. 1928, in: 
DMA, JA 0301 T22 M51. ユンカースは、ハインケルなど他社の外国とのライセ
ンス契約の情報にも注意を払っていた。1929 年 1 月の文書によれば、ハインケ
ルがオランダの小さな企業（Pandher）にライセンスを売った。この会社は、「非
常に小さな会社で資本力も弱い」ので、このライセンス取得は前もって政府と
の接触なしには考えられず、ハインケル機がオランダ空軍で使用されるとの推
測は「妥当」だとみていた。Aktenvermerk vom 18. 1. 1929. Betr. Lizenzfragen, in: 
DMA, JA 0301 T23 M02. 
95 Bericht für Prof. Junkers am 19. Mai 1928, in: DMA JA, 0705, T05.
96 カウマン［1942］。この本はワイマール期に関してはごくわずかに触れる過ぎ
ない。ユンカースの販売委託を受けた平時の活動とその意義とは、忘れ去った
かの如くである。
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和八年）ヒツトラーが政権を獲得してからの目ざましい勃興と密接な関係
があるのであって、これを没却しては理解することができない。長い隠忍
自重の期間に於ける血みどろの研究と倦まざるドイツ航空精神は、畢竟す
るに単なる一航空事業の発展が目的ではなく、要するにドイツの再興とい
うことが彼らの大眼目であったのである。偶々そこに出現した不世出の指
導者ヒツトラー総統のドイツ再興の火の如き意志は、これら国民の意志と
相通じたのであった」としていた。第二次世界大戦を引き起こし、膨張的
政策を推進し、西ヨーロッパのほぼ全域を軍事的支配下に置き、さらに東
で占領支配下のポーランドを跳躍盤としてソ連奥深く侵攻した段階になっ
ても、強い空軍の設立は「ドイツの再興」、「内外の覊絆解脱のため」と表
現し、正当化している97
　しかし、われわれが特にワイマール期のユンカースに注目するのは、こ
うしたナチス期・戦時期との直線的な因果関係ではなく、むしろ逆にワイ
マール期とナチス期の断絶の側面である98。ユンカース社の発展を通して
見えてくるのは、ワイマール期とナチス期を媒介したのは、むしろ、迂回
97 カウマン［1942］、8 － 9 ページ。本文中、漢字は現代表記に改めた。
98 「兵器の開発・生産と配備が完全に自国内に閉じていて、兵器拡散や武器移
転を伴わない現象はほとんど起きたことがない」のは事実である。小野塚知二「兵
器はいかに容易に広まったのか」横井・小野塚編［2012］、2 頁。しかし、その
連関の仕方がヴェルサイユ体制下のドイツ航空機産業のように国内における軍
用機生産禁止のもとでは、特徴的に迂回的媒介的であること、ここに注目する
のが本稿の立場である。民需で鍛え向上させた生産諸能力が外国の軍需に投入
され、それが後になって政治的転換の後、自国軍需の飛躍的達成を可能にする、
という経路である。1933 年以降、ドイツ軍用機生産において「中核」となった
のが、デッサウのユンカース航空機会社であったとされる。Lorenzen［2008］, S. 
17f. しかし、これまでの会社所有者フーゴ－・ユンカースはそこから排除された。
そのなぜを解くカギを、これまでの拙稿と合わせて、ここでも探求したいとい
うことである。ナチス期再軍備におけるユンカースの指導的役割を指摘する大
島［1996］、139-140 ページにも、この断絶の側面への言及はなく、ハインケル
やドルニエとの区別は見られない。ただし、ナチス期における国家への従属性
の視点からは、ハインケルやドルニエに比してユンカースの方が「大きな自由度」
を持っていたとされる。Budraß, L.［2006］, S.231.
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的経路だということであり、ドイツ以外の諸国の軍拡要求であった99。そ
して、それがフーゴー・ユンカース及びその側近経営陣と社内の軍需志向
派（部署としての軍用機開発担当M-Stelle）との違いの顕在化という形で
ワイマール末期に顕在化する。その軍用機開発担当部局の発言権の強化と
日本によるライセンス取得過程が関係していた100。
　1928年の初めからの交渉で日本人が強い関心を示したのは、大型爆撃
機（日本人は“Superbomber”「超重爆」101と称した）であった。しかし、
大型輸送機（旅客貨物）J 38の開発は、1929年の終わりごろやっと図面が
提供できるという状況だった。だが、日本側は「即座に」製造を始めたい
としていた。そこで、もし今、日本側とライセンス契約を結べば遅延は確
実で、そうなると日本人との間に「大きな意見の相違」がでてくるだろう
と予測された。同じような事情は大型の航空機ディーゼル・エンジンL 8
とL 88 の開発に関しても存在していた。この技術的可能性に加え、価格
の問題もあった。したがって、デッサウ本社としては、日本側が大型爆撃
機としてすぐにも欲しがっているJ 38を除いて、極めて限定的な最低条件
でのライセンス契約を提案する方針となった。ライセンス契約にJ 38を含
めないとすれば、少しの間日本と取引することはできなくなるが、逆にJ 
38のライセンスを結んだら、不可避的な諸困難が日本人とユンカースの
間の緊張を喚起することになろう。そうなればおそらくはユンカースが日
本市場から恒常的に排除されることになろう、との判断からであった102。
　
99 空爆禁止と航空機数の制限とは 1932 － 4 年のジュネーヴ軍縮会議の重要テー
マであった。しかし軍用航空機に関しては、ヴェルサイユの制約下でドイツに
対してゼロであり、戦勝国諸国はイギリス 500 からポルトガル 25 に至る格差を
つけての軍縮構想であった。Overy［2016］, p.116. その背後で、ソ連や日本で
空軍建設が着々と進められていた。こうした状況でドイツの要求は「平等」で
あり、同権であった。
100 永岑［2016 C］を参照されたい。
101 日本航空学術史編集委員会編［1990］、203-204 ページ。
102 Bericht für Prof. Junkers am 19. Mai 1928, in: DMA JA, 0705, T05. 
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　1928年3月19日、カウマンは就任挨拶のため内燃機を訪問し、翌日、こ
の間の経緯を踏まえて、結局は、大型爆撃機の計画案を提示し、内燃機の
3人の技師が同席する場で詳しく説明した。時折、内燃機の社長・船越海
軍大将（Admiral Funakoshi）が同席した。さらに23日午後には3人の陸軍
将校（Armeeoffiziere）と会談し、大型爆撃機について同様に説明するこ
とになった103。
　この間、予備交渉を踏まえて、三菱内燃機株式会社に対する「ユンカー
ス全金属製航空機」のための日本におけるライセンス契約の概略が示され
た。この文書の署名者は、オットー・ライマースとなっていた。その資格
は「ユンカース航空機株式会社（Junkers-Flugzeugwerke,Dessau）」および
その子会社（Aktiebolaget Flygindustri, Limhamn）の代表となっていた104。
契約の対象機のうち軍用機は、その目的ために設立したこのスウェーデン
の子会社を通す道しかなかった。その概略は以下のような内容であった。
　
　　 　製造ライセンスは三菱に対し、ユンカース教授がライセンス契約時
点までに取得した航空機製造のためのすべての特許の利用の権限を与
える。そのライセンスは以下の機種を包含する。
　　a.)  民間航空機（Verkehrsflugzeuge）： F 13陸上・水上（6座席キャビン）、
A 35陸上・水上（複座）、W 33/34 陸上・水上(複座)、T 26 陸上（学
校用）、K 16 陸上（3座キャビンと撮影）、G 24 陸上・水上（11
座席キャビン）、G 31 陸上（18座席キャビン）、J 32 陸上（3座）
　　b.)  軍用機（Kriegsflugzeuge）：K 43/45/53 陸上・水上（複座、偵察
と攻撃）、K 39 陸上（3座、攻撃）、K 37 陸上（双発、3座、高出力、
攻撃と偵察）、K 30 陸上・水上（3発、重攻撃と爆弾投下装置）
103 Schreiben von Otto Reimers & Co. an Junkers-Werke vom 13. April 1928. Betr.: 
Lizenz für Japan, in: DMA, JA 0705 T04. この場で開発段階をどのように説明した
かについては、史料が見つかっていない。
104 Schreiben an Mitsubishi Nainenki Kabushiki Kaisha vom 21. März 1928, in: DMA, 
JA 0705 T04.
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　　c.)  重爆撃機（Super Bombenwerfer）: J 38 陸上（4発、重爆弾投下装置、
重攻撃）
　　 　J 38型は、すでにそのスケッチが示されているとおりであり、現在
製造に取り掛かっている。この型は、貴国軍事当局によって要求され
た重爆撃投下装置の仕様書にだいたいにおいて合致している。
　　 　ユンカースは貴社に以下のものを自由に使わせることを請け負うで
あろう。
　　　　1.）  金属製航空機の設計と製造で過去20年間に獲得した知識と
経験。
　　　　2.)  既述のとおり、全特許権の利用。
　　　　3.)  上記のタイプすべての、およびユンカース航空機の組み立て
に必要なすべての特殊な設備の詳細な設計図。
　　　　4.)  貴社の要員を養成するための能力ある技師（Ingenieure）と
職工長(Werkmeister)（貴社経費で）。
　　　　5.)  ユンカースの工場での貴社の技師・職工長の訓練と養成（同
様に、貴社経費で）
　
　以上のライセンス契約の概略を見れば、日本側はユンカース社の製造技
術・ノウハウのすべてをまるごともらい受けることになり、三菱の航空機
製造は一挙に飛躍的に潜在的能力を獲得できることになろう。驚くべき有
利な条件のように思われる。ユンカースは、このライセンスに対する対価
として、総額9万ポンドを要求した。最初の支払額は、2万ポンドを求めた。
また、特別の条件として、日本が一番重要視しているJ 38型マシーンについ
ては、それをデッサウあるいはマルメー（リムハム）で三菱の技師ないし
職工長のいるところで建造するということも付け加えていた。ユンカース
航空機の組み立て方を直接経験的に知る最善の機会を貴社の技師と職工長
に提供することになろうとして、この条件を受け入れるよう勧めている105。
105 Ibid., S.3.
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　こうしたライセンス契約の概略を提示した後、カウマンはさらに1928
年3月28日、名古屋の内燃機工場も訪問した。工場は彼に素晴らしい印象
を与えた。航空機製造では就業状態が活発ではなかった。それに対しエン
ジン製造は活発なように見えた。本館は軍事的理由で視察が許可されな
かったが、その寸法はJ 38にも十分な大きさであった。大きなマイナス点
は飛行場が非常に小さすぎるということだった。目下、小さな単座機しか
離陸できなかった。少し大きな爆撃機は鉄道で各務原の陸軍飛行場に運ぶ
必要があった。J 38はほぼ全部を各務原で組み立てなければならなかった。
翼は三つに分けて製造すれば鉄道で各務原に送ることは可能であった。し
かし、大きな胴体はまったく不可能だった。したがって、内燃機は各務原
に組み立てホールを建設しなければならないだろうと。内燃機はすでに各
務原にある程度の設備を持っているが、J 38のようなマシーンのためには
十分ではなかった。カウマンの意見では、名古屋工場には高価な改築は必
要なかった。内燃機はすでに金属飛行機を製造しているので、最も基本的
な加工機械はすでに所有しており、若干の特殊なユンカースの補助機械の
みが必要であった106。 
　
　確かに日本における民間航空路線もごく初歩的に形成されつつあった。
ライマース社は、1928年4月、日本の事情を報じる「ジャパン・タイムズ」
の記事をユンカース社に送り、中島、三菱、愛知時計が政府の6万円ずつ
の援助金を受けて航空機を開発し、開設される東京―台連、大阪―上海の
路線のための競争に参加したこと、翌月、試験飛行が代々木で開催される
ことを知らせた。中島はブレゲ―式、金属、乗組員2名、乗客6名、荷物
300キロ、ジュピター 450馬力エンジン、愛知時計はハインケル式、乗組
員2名、乗員2名、荷物450キロ、エンジン、ロレーヌ式450馬力エンジン、
これに対して、三菱は木製自社設計機で、乗組員2名、乗客4名、荷物300
106 Schreiben von Otto Reimers & Co. an Junkers-Werke vom 16. April 1928. Betr.: 
Lizenz für Japan, in: DMA, JA 0705 T04. 
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キロ、ジャガー 385馬力エンジンであった。エンジン馬力の点でも素材の
点でも、他社よりも能力的に低いようである。その事情もあってか、三菱
（内燃機）が輸入した全金属製ドイツ機F 13（乗組員2名、乗客4名、280
馬力）も同路線に投入されることになっていた107。
　
　日本の航空機の生産ないし技術の状況については川西の招聘で日本を訪
問し風洞設備を作ったアーヘン工科大学のカルマン教授からも、ユンカー
ス社に情報と提案が寄せられた108。カルマン教授のみるところ109、日本で
航空機製造を行う企業のなかには大きな、「政治家によって指導されるコ
ンツェルン」に属するものと自立的な航空機工場との間に違いがあった。
三つのコンツェルン、すなわち三菱、三井、川崎は、政府の軍事的諸課題
と関連する工業活動のいわば全種類を営み、造船、武器、潜水艦、飛行機
等の製造を行っていた。これら三つのコンツェルンのうち、三井はフラン
スを決定的に志向し、ずっと以前からフランスの航空機産業との結びつき
を大切にしてきた。そしてフランスの工場の一連のライセンスを所有し、
フランス人顧問を持っていた。これに対し、三菱はロールバッハのライセ
ンスを、川崎はドルニエのライセンスを持っている。しかしこれらライセ
ンスは、三つのコンツェルンが購入した唯一のものではない。三菱はほか
の外国の工場の相当に多くのライセンスを、飛行機についてもエンジンに
ついても持っている。しかし、これらライセンスを実際には行使していな
107 Schreiben von Otto Reimers & Co. an Junkers-Werke vom vom 27. April 1928, in: 
DMA, JA 0705 T04. 中島においても民間機がいかにマイナーな位置に置かれてい
たかは、佐藤［2016］「付表 1-1　中島飛行機の開発・生産機種（模倣期）」参照。
108 Schreiben Kármáns an Dr. Ing. Ringwald, Junkers-Werke, Dessau vom 3. 7. 1928; 
Aktennotiz für Professor Junkers am 5. Juli 1928,an in: DMA, JA 0705 T05. 川西はユ
ンカースの最新の航空機エンジンにも関心を示し、そのデータも希望していた。
Schreiben von Dipl. Ing. Erich Kayser, Kawanishi Kikai Seisakusho am 22. 7. 27, in: 
DMA, JA 0705 T03.　 
109 Bemerkungen über die Lage der Flugtechnik in Japan mit  besonderer 
Berücksichtigung einer eventuellen Betätigung der Junkers-Werke, in: DMA, JA 0705, 
T05.
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い。ライセンスの取得は定期的に政府の提案で行われており、ライセンス
提供者に最初は大きな希望を、しかし後にはもっぱら失望を呼び起こして
きた。これらすべてのコンツェルンは金融的に政府に依存している。彼ら
の本当の状況は見通すのが非常に困難である。例えば、カルマンが1927
年初めに日本に滞在したときに得た情報では、川崎は非常な困難に陥って
いた。給料・賃金が何か月も政府によって支払われており、この会社は結
局国立銀行によって清算された。このコンツェルンの中で誰が決定を下す
のかもよくわからない。技術的指導部は指導的政治家と金融界の人によっ
て無条件に従属させられている。疑いもなく彼らが大きな資金を自由にし
ている。工場設備の本当の価値は非常に誇張されている。なぜなら、日本
では非常にしばしばみられることだが、償却がなにもなされない。機械や
船、材料は購入価値のままで進められている。三菱は長年バウマン教授を、
川崎は以前ドルニエにいたフォークト博士（Dr. Vogt）を設計者にしている。
両社ないし政府はドイツ人に試験機で試験飛行させている。しかし発注に
至るのは非常にまれである。その意図、すなわち日本人のエンジニアを養
成するためにデータを集めるという意図を見誤ることはできない。ヨー
ロッパの企業と結びつきができれば直ちに、その会社から最大限にたくさ
んの経験データを獲得し、その企業を彼らのために働かせることに全力を
尽くすのである、と110。
　この点は、川崎に派遣されたフォークトもその回想録で自らの体験を書
いている。横浜についたとき、直前に発生した大地震（関東大震災）で破
壊された港や都市を見て「びっくり仰天」した。川崎航空機会社がはるか
南の神戸にあることが本当に嬉しかった。会社ではすべてが整えられては
いたが、期待していたのとは全く違うアクセントがあった。自分の部屋に
行きつくには、3人の将校と博士号を持った一人の政府の技師の部屋を通
り抜けなければならなかった。ドルニエ航空機の設計構想の説明が許され
る前に、まず質問攻めにあった。答えは文書で求められた。すぐにわかっ
110 Ibid. 
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たのだが、彼の雇用は、高い訓練を受けた将校の選抜グループを教育する
目的のためであった。ドルニエ金属製造方法の諸原理はさらに直接ドイツ
に派遣されたに日本人技師によっても伝えられた。日本滞在の最初の数年
ほど、彼の人生で問い詰められ絞られたことはなかった。質問に答え、説
明を文章で書き、諸問題－これまで一度も検討する必要性のなかったよう
な問題―のための数学的解決策を提供しなければならなかった。プロペラ
を一度も設計したことがなかったし、それに関する書物も持っていなかっ
たが、それに関する難問がだされた。だが、すべてはうまくいった。厳し
い質問・回答の時期によって彼自身、「日本人よりも利益を得た」と111。
　
　さて、川西に招聘されたカルマン教授も認めるように、「航空機工場の
第二ランク」に属するのが神戸の川西であった。しかし、この会社は概し
て政府からは独立的に仕事をしていた。経営者の川西はいくつかの繊維工
場の所有者であり、羊毛工業団体の議長であり、個人的に非常に豊かで自
立的であった。彼は第一次世界大戦直後、航空が非常に重要な将来の大事
であると見通し、航空会社を組織した。この会社は大阪に航空機整備工場
を持ち、日本の5か所の飛行場を持っている。彼は日本の設計者に郵便機
を製造させ（数では約40機）、この飛行機で郵便路線を運営している。ご
くわずかだが、政府から補助金もえている。この川西にカルマンは訪日の
時（1927年1月）、ユンカースと連絡を取るように勧めた。当時、日本で
も民間航空に対する関心が芽生えていたからである。川西は航空路線の計
画が具体化され、航空に適した飛行機を創立される航空会社に導入できる
ことに大きな関心を持っていた。川西は、当時、ユンカースの3発機の購
入に関心を示した。しかし、この時のユンカースの代理店が正常な価格の
111 Vogt［1980］, S.60-65. 試製軽爆撃機をフォークトの下で設計した日本人は、
「これもフォークトの天才がいかんなく発揮された名設計で、スタッフの一員で
あった筆者（安藤）もほれぼれするようなできばえであった」と高く評価するが、
所沢や下志津での試験飛行の後、結局、「見捨てられてしまった」という。今川
［1962］、79 ページ。
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約80％も高い価格を提示したため、川西はドルニエを選んだ。そこで、
カルマンに浮かんだアイデアは、川西にユンカースと組んで日本のための
航空会社を設立してはというもので、その提案をしたわけである。しかし、
その後、その実現の見込みはなくなったので、川西は28年夏の時点では
ユンカース機を適正価格で手に入れ、日本での、できれば中国でのユンカー
スの代理権を獲得するよう努めるにいたった。しかし、ユンカースの東ア
ジア担当の全権カウマンは、カルマンの提案・計画をまじめに検討するこ
とはなく、三菱にライセンスを販売する方針だけを堅持していた112。先述
のようにユンカースと三菱のライセンス契約が進展すると、カルマンは川
西をいわば切り捨てることに賛同していた。
　
４．三菱とのライセンス契約の成立
　
　1928年11月26日のユンカース社内通信は、「何か月もの交渉のあと」少
し前に日本の航空機エンジン工場、すなわち三菱航空機株式会社とライセ
ンス契約が締結されたことを知らせた。これにより三菱航空機は一連のタ
イプの航空機とエンジンの製造をユンカースの製造様式で名古屋の工場で
開始できることになった113。ユンカースと三菱の契約は、日本側からも工
112 Ibid. しかし、カルマンから寄せられた日本市場さらには中国市場におけるユ
ンカース自社生産機の販売可能性は、三菱とのライセンス契約書にも反映させ、
ユンカースが同時に販売を実行できるものとした。日本サイドからユンカース
にアクセスしたのは、シンツィンガー・ハック社であったが、ユンカース側は
この会社に対して最初から、「三菱と場合によっては日本政府ならびにベルリ
ン公使に従属しており」、これまでの交渉の経験から日本サイドに立って行動す
る会社との判断を下していた。Aktennotiz vom 19. April 1928. Betr. Schinzinger, 
Hack & Co., Berlin, in: DMA JA 0705 T05. カウマンは中国への売り込みも担当
のうちであった。Schreiben Kaumanns an die Junkers-Werke Hauptbüro vom 16. 9. 
29, in: DMA, JA 0705 T07. なお、中国市場でも機種問題では、爆撃機に大きな
関心があった。例えば、29 年 4 月の文書を見ると、ユンカース社は南京の仲介
者に対して、各種爆撃機とそのエンジンに関して詳しいデータを送っている。
Schreiben von Dr. Ringwald und Scholl an Fuchs vom 11. 4. 1929, 19 S., in: DMA, LR 
11066. なお、「ユンカースの世界戦略と中国」については別稿を準備中。 
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業関係における日独利害の重要な結合とみなされた。しかし、その一般的
意義のほかに、この契約締結の時点が日本における航空業の進展の時期と
重なった。この時点は、長年計画が停滞していた大きな日本の航空会社、
すなわち、日本航空輸送株式会社の創立が最終的に実現した―議会で難航
した補助金取得の問題がその遅延に一役買っていた―のとほぼ同じであっ
たのである。これは日本の航空産業の端緒的な民需展開の側面ということ
で、注目に値することであった。この航空輸送の会社の創設者には、ユン
カースの契約相手である三菱のほか、三井と川崎も加わっていた。この会
社の株式は日本人だけの所有が許されていた。29年春のその最初の航空路
線（東京―大連間、大阪、福岡、京城経由）は、大阪―上海間の路線に次
ぐものであった。政府補助金は11年間に2000万円であった。したがって、「こ
れまでもっぱら軍の注文が頼りであった日本の航空機産業は新たな発展の
前に立っている」との見立てが神戸の通信員からユンカースに伝えられた
114。
　ユンカース社は、第一次世界大戦後の民需転回、民間機の開発と売り込
み、民間航空路線構築に活路を見出し、日本でもずっとその可能性を探っ
ていたが、その意味ではこの期待に応じる日本での新たな展開が見られた
わけである。実際に、この日本航空輸送株式会社は、設立後すぐに、ユン
カースの3発G 24陸上機を数機購入する決定を下したようだった115。販売
の見込みが直ちに出てきたわけである。 
　
　1928年9月20日にユンカース・三菱の契約が締結されることになるが、
113 Junkers-Nachrichtendienst - Dessau-Ziebigk, Meldung vom 26. 11. 28, ‘Junkers in 
Japan＇, in: DMA, JA 0705 T05. 交渉はユンカースのサイドでは東アジア担当全権
のカウマン博士によって進められた。日本でのユンカース航空機会社（Junkers-
Flugzeugwerke）の代理店 Fokkes & Koch 社がカウマン博士に協力した。
114 Ibid.
115 Schreiben von Fokkes & Koch, Tokyo, am 27. Sept. 1928, in: DMA, JA 0707, T05.
　これは、これまでユンカース社の販売代理をしていた Otto Reimers 社の共同所
有者、H. Fokkes と E. von Koch が新しい名称、すなわち、社名を Fokkes & Koch
社に変更したことをユンカース航空機株式会社の販売本部に伝えた書簡である。
69
永岑　ユンカースの世界戦略と日本　1919-1933
当然のことながら最終の契約がまとまるまでにいろいろと折衝事項があっ
たようである。たとえば、28年7月18日のユンカース本社会議の議事録は、
三菱とのライセンス契約に関する会議であったが、そこでは最初にカウマ
ン博士が三菱宛の書簡原案を示し、「a. ユンカースによる責任の拒否、b.日
本人への助言、F 13で始めること、c. J 38 は日本のために1930年初めより
早くには完成できないとの伝達」といった交渉における主要点を述べた116。
　「ユンカースによる責任の拒否」とは何か。それは、この三菱宛て書簡
を見ないとわからない。それによれば、「三菱のライセンス製造の成果に
ついてのユンカースの責任」の取り方に関するものであった。ユンカース
は三菱に提供する義務のある当契約諸項目を「最善の力を尽くして」充足
するが、ある特定の成果の達成についての「義務、責任ないし保証を引き
受けるものではない」と117。それは、ユンカースの工場で蓄積された豊富
な経験によれば、外国でユンカースの製品を作る場合、製造においても工
場の構造転換においても適用しようとしているのは根本的に新しい方法で
あり、組織的な不断の発展が求められているということであった。そうし
た必要について前もって伝えておかなければとの判断であった。したがっ
て、比較的小さな機種、すなわち十分な蓄積のあるF 13、あるいはW 33か
ら製造を始めるのが一番よく、ついでG 24に進めばいいのではないかとい
う提案である。逆に言えば、大型爆撃機としての開発が急がれるJ 38は、「ユ
ンカースでさえもまだかなりの開発期間を必要としている」のであって、
実際の製造開始までには三菱の工場と人員を適応させるために「あらゆる
可能性」があることを承知しておいてほしいというのであった118。すなわ
ち、諸困難・諸障害が出てくることを十分考慮に入れて、ライセンスに基
づく製造を段階的に進めていく必要があると申し出たわけである。こうし
116 Aktenvermerk von 18. 7. 28, in: DMA, JA 0705, T05. 
117 Briefentwurt an Mitsubishi, in: DMA, JA 0705, T05.　契約書の条文には規定しえ
ない善後処置に関しては、こうした書簡の形式で保証を行う、という立場であっ
た。
118 Ibid., S.2.
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たユンカースの慎重さは、ソ連進出工場に関する契約とその実行に関して、
気の遠くなるようなソ連側の苦情を経験したこと（撤退に至る重要原因）
が重大な考慮要因となったであろう。
　この本社会議では契約書の個々の事項が検討対象となり、たとえば、契
約原案にある図面ごとの「前払い」については、それが日本人にこれら図
面の入手を思いとどまらせるようなことはないだろう、と判断した。しか
し、日本人には、K16、T26、J32、K45、K39の機種については、「諦める
ように説得を試みるべきだ」ということになった。これらの機種はユンカー
ス自体において、シリーズでは生産されなかったため、図面が設計事務所
に完全には存在していないからだった。日本人は、図面を彼らが実際に製
造するタイプについてのみ要求できること、またすべての図面セットごと
に仕上げには少なくとも4か月の時間的余裕を認めること、すなわち4か
月以内には一つのタイプのセットしか要求してはならないことなどで、合
意を達成しなければならない、とした。また、「完全に新しい設計」の飛
行機も、契約から除外することにした119。
　
　1928年9月20日付の契約書を見て驚くことはいろいろあるが、なんといっ
ても驚嘆するのは、ユンカースの主要機種すべてのライセンスが三菱に与え
られていることである。契約書第1条の１項は、ユンカースが三菱に日本帝国、
その諸植民地と南洋の信託統治諸島において以下の、ユンカース航空機株式
会社（デッサウ）とスウェーデン・リムハムの子会社（A. B. Flygindustri, 
Limhamn）で製造され、ないしはそこで開発途上にある機種の製造と販売の
ためのライセンスを提供する、としている。そして、具体的機種名を民間機
と軍用機に分けて列挙している。すなわち、a. 民間機（Zivilflugzeuge）： F 13, 
A 35, W 33, W 34, G 24, I 32, G 31, J 38、b. 軍用機（Militärflugzeuge）： K 43, 
119 Aktenvermerk von 18. 7. 28, in: DMA, JA 0705, T05. そうしたことを含め、JA 
0705, T05 に収められた文書に示される交渉過程での対立的論点の細部はここで
は省略せざるを得ない。
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K 45, K 53, K 37, K 30, K 39, K38がそれである120。さらに、デッサウのユンカー
ス-エンジン製造有限会社（Junkers-Motorenbau G.m.b.H）で製造されるかあ
るいは開発途上にある航空機エンジンも同様にライセンスで提供された。そ
の具体的エンジン・タイプは、L5, L55, L88であった121。
　第1条2項では、ここに与えられたライセンスは、三菱に日本帝国、そ
の諸植民地および南洋の信託統治諸島のあらゆるところにおける前記のラ
イセンス航空機・エンジンの製造と販売のための単独かつ独占的権利を与
える。ただし、ユンカースの自社生産の航空機とエンジンを輸入し販売す
る権利は、三菱に独占的にあたえられるものではない、と。すなわち、ユ
ンカースはこれまで同様に日本、その諸植民地と従属諸国においてユン
カース社の製品を直接にまたは全権を付与された取次商ないし指名代理人
によって販売する権利を有するとしていた122。
　120 当時の技術水準・民間機と軍用機の相互の技術的重なり合いの大きさから民間
機と軍用機の垣根は大きくなく、民間機から軍用機への用途転回は容易であった。
ナチス秘密再軍備期（1933-35）にミルヒ計画（永岑［2016b］）で補助爆撃機と
位置付けられ大量生産される Ju 52/3 はワイマール期の民間機開発の到達点であっ
た。これが 36 年のスペイン内戦においては爆撃機としてゲルニカ爆撃などで戦場
に投入され、同時にフランコ軍を運ぶ輸送機として北アフリカからスペイン市民
戦争の戦場（セヴィリア周辺）までの往復輸送に投入された。Murray［1999］. p.108-9. 
それに対し、市民戦争で使われた急降下爆撃機 Stuka は 34 年 3 月 31 日から 38 年
3 月 31 日までの空軍拡大計画のなかで、34 年に設計計画に入れられたユンカース
Ju 87 である。Wagner［1996］, S.388; Overy［1975］, p.780. なお、ヒトラー、ゲー
リングによるドイツ空軍の大々的宣伝、それを真に受けた外国等の過大評価（無
批判的な目には本当の爆撃機と訓練機との区別がつかないなど）と実際の力量－
イギリスとの比較―の乖離については、例えば Overy［1984］, pp.465-471.
121 Abkommen abgeschlossen am zwanzigsten September eintausendneuinhundertundac
htundzwanzig zwischen MITSUBISHI KOKUKI KABUSHIKI KAISHA in Tokyo （ im 
folgenden “Mitsubishi” genannt） einerseits und Professor Dr. HUGO JUNKERS aus Dessau, 
Deutschland, durch seinen gehörig bevollmächtigtenVertreter Dr. Gottfried Kaumann （ im 
folgenden „Junkers“ genannt） andererseits, Artikel I, in : DMA. JA 0705 T05.
122 Ibid. 契約に伴う付属文書、たとえば 24 週間でどのようなエンジニアをどのよ
うな職場の訓練のために派遣するかのリストや、契約にともなう特許提供リスト、
提供するエンジニアや職長の給料（既婚、未婚でのその違いなど）のリストなど
もあり興味深い。ここでは一言、エンジニアや職長まで派遣するという手取り足
取りのライセンス契約だったというその包括性に注目しておきたい。契約に基づく
技師等の派遣条件に関しては JA 0705 T06 にも多くの文書があるがここでは省略。
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　この間、ユンカース社は自社以外の諸企業がどのように日本で航空機及
びそのエンジンの生産にかかわっているか、その進展具合と現状も調査し、
極秘（Streng vertraulich!）報告としてまとめていた。1929年4月15日付報
告書の内容はおよそ以下のようであった123。まず名古屋の3つの航空機・
エンジン製造工場について述べている。
　第一に、「愛知」はハインケル・ライセンスで製造している。その製品
は軍用偵察機（水上機）であり、製造長がキング博士であったが、28年
に日本を去った。この工場の産出能力は週当たり1機である。目下の生産
は、月当たり約2機で、もっぱら日本海軍に提供されている、と。
　第二に、「陸軍名古屋工廠」は、日本の設計図によって修正されたドル
ニエ・ヴァル（クジラ）を着脱式水陸両用シャシー付きで作っている。こ
の型は現在の海軍爆撃機であり、2発機、エンジンはタンデム配列である。
名古屋工廠の指導は完全に日本人である。伝えられるところでは、このマ
シーンは卓越してはいないという。腐食耐性に関して非常に苦情が出てい
る。わずか一年間海軍倉庫に格納するだけで、激しい腐食がみられたとい
う。その原因は第一には日本の海の塩分にあるが、二次的には腐食耐性に
欠陥のある住友（大阪）製材料－ドイツのデュラルミン特許を使っている
が―が使用されていることにある。名古屋工廠はフロート材料としてデュ
ラルミンに代わる金属を探して広範な実験を行っている。ここではステン
レス鋼製の実験用フロートの製造が行われている。
　第三の三菱航空機株式会社は、最初、4トンのロールバッハ爆撃機1機を、
大部分日本の設計図で、そして全金属製複座戦闘機3機（離陸重量2トン）
を同じくロールバッハ―日本の設計図で製造した。この金属製製造には2
年半で約10万6000労働時間がかかった。その結果は期待にそぐわなかっ
た。航空機の能力は不十分であった。材料は住友製金属である。ここでも
非常に激しい腐食現象が目を引いた。バウマン教授はここに滞在中、まず
123 B. V. Fiala-Fernbrugg, Bericht Nr. 3. Flugzeug- und Motorenbau in Japan, 15. 4. 
1929, in: DMA, JA 0705 T06.
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木製の軍用偵察機を作り、後3機の複座戦闘機（単葉）を木材と金属の混
合製で作った。飛行機の60％は住友製金属で作られている。胴体は格子
設計で軽金属製である。胴体設計は極端に大きく且つ重いと言わなければ
ならない。結論的に、この航空機の諸能力は期待に合わず、生産には至ら
なかった。海軍のためにはさまざまの日本人設計の全金属製フロートが製
造された。約40組。この会社は、木と鋼の軍用機を日本人設計で月産約2
－4機作っている。さらに、すでに供給された航空機のための非常にたく
さんの予備材料も、作っている。例えば、ランブリン・ライセンスによる
エンジン・ラジエーターなど。全供給は陸軍向けに行われている。エンジ
ンでは、イスパノ-スイザ8シリンダー・300馬力、12シリンダーの350馬
力と450馬力が作られている。月産約4－6台が供給されている。現在、イ
ギリス・シドレーのライセンスも獲得し、シドレ ・ーマングースとシドレ ・ー
ジャガーのエンジンも作っている。三菱プロペラ工場は、リード・ライセ
ンスでプロペラを作っている。部分的には自社独自の設計で作っているが、
これは非常にアメリカ基準に似ている。月産約12個。三菱は、ハンドリ ・ー
ページ・ラッハマン特許を買っている。ラッハマン博士は東京にいる。ア
メリカで手に入れた情報では、三菱はミルウォーキーのハミルトン社と特
許購入で交渉中とのことである。ここで問題になっているのは主としてプ
ロペラ特許と思われる。
　
　ついで、神戸の二つの会社の情報がまとめられている。
　まず、川崎。当社はドルニエのライセンスで生産している。製造指導者
はフォークト博士である。彼は、ドルニエの設計を使ってかなり独自の設
計を進めている。これまでのところ、全製品は陸軍向けである。つい最近
になって新しい日本の航空会社の上海路線のためにドルニエ―ヴァル（ク
ジラ）が供給された。しかし、それは全くイタリア製である。この航空機
の最初の飛行は大阪から上海まで5日間を要した（28年10月24日着）。し
かし、ほぼ同じころ、ヒューネフェルトとリントナーはユンカースW 33
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で上海から東京までを18時間で飛んだ。
　日本海岸防衛協会（Coast Defense Society of Japan）は、約40万円を神戸
の川崎の大型航空機製造に支出した。この飛行機は航空海岸防衛促進のた
めの日本海軍への寄贈品と考えられている。その製造は29年初めに最初
の試験飛行が行われるまでに進捗しているとされる。日本製のBMWエン
ジン2基（800馬力とされる）を持っているという。飛行艇の長さは20メー
トルという。最大積載量は15トン、最長航続時間は25時間。その製図は
日 本 人、 特 にYoshio Hashi-Guchiに よ る と さ れ る。 彼 は 海 軍 航 空 部
（Marineluftdienst）の参謀部で技術顧問として働いているが、川西航空機
製造会社に入ることになるという。この航空機は、速やかに爆撃機に改造
されうるように作られているという。しかし、2月初めまで、このマシー
ンの試験飛行については何も聞かれなかった。
　川西。当社は主として陸軍と海軍のために飛行機を作っている。日本人
設計。太平洋飛行のために2トンのマシーンを作った。これにはカルマン
博士とカイザー博士が設計上参加したとされる。試験飛行を行ったパイ
ロットによれば、太平洋征服には航続距離が短すぎるなどの問題があり、
採用されなかった。パイロットは新聞の長い記事でこの飛行機の欠陥を公
然と示し、相当な論争が起きた。アーヘン出身の技師カイザー博士は28
年10月ドイツに帰った。29年1月、川西で大きな風洞を作ったカルマン博
士は、航空力学実験所を近代化するために、再び川西に帰ってきた。しか
し、カルマン博士は3月中頃、再び中国とインドを経てヨーロッパに帰還
した。発表されたところでは、川西はアメリカのフォッカー社からフォッ
カー・ライセンスを獲得するという。カイザー博士は会社の指導者として
再び川西に帰ってくるという。
　
　最後に東京の会社の情報が簡単にまとめられている。
　大倉（Okura & Co.）がフェアチャイルド航空機会社（Fairchild Caminez 
Aircraft）の代理権を獲得し、その製品を日本で宣伝している。所有者の
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大倉男爵の仲介でシュティーバー博士（Dr. Stieber）が日本の陸軍当局の
ところにやってきた。彼は、立川の大きな工廠で自らの設計による1000
馬力の航空機エンジンを作る。ここではドラムエンジン（Trommelmotor）
が問題になっているようである。立川陸軍工廠では日本最大の風洞が
ヴィーゼルスベルガ―博士（Dr. Wieselsberger）によって作られる。これ
は直径約3.5メートルで最大風速300㎞を得るとされる。
　石川島。ラッハマン博士がこの会社で複座戦闘機の試験機を陸軍コンテス
トを契機に作った。このコンテストで、神戸の川崎によって、フォークト博
士の企画により作られた複座戦闘機（ドルニエ特許）が最優秀の成績を示し
た。川崎のテストパイロットは、ドイツ人パイロット・ユスト（Just）である。
　中島。この会社は、ブレゲ―・ライセンスで軍のために製造し、そのほ
かジュピター・エンジンもライセンスで生産している。2月初め、そのよ
うな、中島製造ジュピター・エンジンが陸軍当局に300時間運転試験のた
め提出された。その結果はまだわからない。
　
　以上のような日本における生産とライセンスの情報－ドイツ企業・ドイ
ツ人技師・設計者等のプレゼンスが大きい―を把握しながら、またそこで
のドイツ企業間・ドイツ人技師間での競争的状態を把握しながら124、ユン
カース社は日本の顧客たちと向き合ったわけである。
　日本海軍は1929年6月、委員会を派遣し、デッサウ工場を視察した。何
時間もの視察中、「抜群の情報を持っている」海軍の軍人たちは、ユンカー
スの全機種に活発な関心を示した。彼らが特に関心を示したのは、 K 47, J 
38, G 24, K 30であり、同じくL 8bとL 88の二つのタイプのエンジンに対し
てであった。視察中、一連の技術的並びに軍事的な性質の問題が詳しく議
論された。特に関心を呼んだのは、ディーゼル・エンジンであった。それ
124 川崎に派遣されたフォークト博士の回想録には、まさに、バウマン博士、ラッ
ハマン博士と自分との「設計の思想と能力の競争」が、想起されている。Vogt
（1980）, S.65. しかし、出遅れたユンカース社（その関係者）がこの時点まで日
本において彼の競争相手としては登場していないのは、当然であろう。
横浜市立大学論叢社会科学系列　2017：Vol.68　No.2
76
は、その「異常な軍事的経済的意義のため」であった125。
　視察後の管理棟における会談で一連の根本的諸問題が検討された。その
論点は次のようであった。１．日本の海洋気候にとってのデュラルミン全
金属製の利用の利点。２．目下最も信頼できる軽金属合金デュラルミンの
利用の重要性、腐食耐性との関連での優越性のために。３．日本の住友金
属の腐食耐性の弱さ。４．デュラルミン利用に合わせた長年の経験に基づ
く設計と製造の重要性。５．海の武器に対する空の武器の優越性、アメリ
カと日本の艦隊作戦行動の諸経験。そこからはユンカースのJ 38のような
大型爆撃機の日本海軍にとっての重要性が明らかになる。６．大型爆撃機
に対する防御諸措置、そこから明らかになるのが、夜間攻撃に最も適した
複座戦闘機。ユンカースK 47に日本人は非常に大きな関心。７．飛行機
の霧利用カモフラージュ、海軍にとっての魚雷飛行機の必要性、K 30の
特別の適合性。８．戦時における燃料供給問題。重油エンジンの抜きんで
た重要性、燃料経済性のために。９．戦時における重油の特別の利点。以
上のような9点ほどの論点が確認された126。
　日本委員会の一致した見解では、J 38型は並外れて有利な海軍爆撃機と
なろうということであった。同様に、K 47が複座機として夜間防衛のた
めには適していると。ユンカースのデュラルミン建造様式については、一
致して設計の上でも天候に対する安定性との関連でも、最良の軽金属製造
様式だとされた。また、経験上も、振動現象も発生しないことが示されて
いる、と。大型爆撃機での重油エンジン利用に関連して、軍人たちは、燃
料としての重油使用が今日のガソリンエンジン利用に対する大型爆撃機の
損失確率を最小限におさえることになろう、そのことは大型爆撃機の作用
確率とその使用を完全に新しい基盤の上に置くことに適しているとの見解
125 Bericht über den Besuch einer japanischen Marine-Kommission am 18. 6. 1929, in: 
DMA, JA 0705 T07. この文書によれば委員会メンバーは Y. Tanaka 海軍大佐、F. 
Katahira エンジニア・海軍大佐、Y. Tajiri 少佐、それに K. Uwana 少佐の 4 人であっ
た。　
126 Ibid.
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であった。彼らの見解では、重油運転により大型爆撃機の効率性が初めて
確立したとの意見であった127。　
　日本海軍委員会の来訪はユンカース社にとって「きわめて重要」であっ
た。なぜなら、それが、これまでまだ三菱と接触してこなかった日本海軍
がユンカースの全金属製造様式とユンカースの製造工程に活発な関心をし
めしたことを立証したからであった。これまでのところ、ユンカース社は
日本では陸軍とだけ関係があった。日本海軍に販売領域として関心を引き
起こすことに成功すれば、これは「非常に大きな意義」を持つ。なぜなら、
日本は最大の海軍列強の一つとして巨大な予算を自由にしており、大量の
航空機調達が期待できるからであった。「空軍力が海軍力を凌駕するとい
う見解―これはすでに日本でも公然と語られている―が受け入れられると
すれば、それは大型爆撃機と防御機の調達のために海軍予算の相当な割合
が使用される結果をもたらすであろう」と見ていたのである128。
　ユンカース機の性能を確かめるために、日本の軍人は1929年7月にロン
ドンで開催される航空ショーでユンカース機を詳しく視察し、試験飛行が
あればその際に同席もしたいとし、ユンカース社が仲介の労をとって実現
することとなった129。
　ユンカースと三菱のライセンス契約に基づく締結後の進行と交渉につい
ての文書群をみると、ユンカース社ドキュメントに頻出するのはやはり、
大型爆撃機（J 38）開発問題であった。その装備品の問題、翼につける機
関銃の種類（単純な一基の機関銃にするか双子機関銃にするか）とその台
127 Ibid.
128 Ibid., S.4. 最後に、日本の食糧にとっての日本の漁業の重要性についての会談
中、ユンカース側は、二つの機種 W 33 W と W 34 W の特殊な性能が漁業監視
飛行機としていい機種だと話題にした。このことに「委員諸氏は特に興味を持っ
た」と。民需とのリンクは、ユンカースの海軍への売り込みの際においても大
切なポイントだった。
129 Schreiben an den Kaiserlich Japanischen Militär-Attaché; General Omura vom 29. 6. 
29, in: DMA, JA 0705 T07. 日本の軍人の希望を知ったユンカースの担当者はロン
ドンの日本大使館と連絡を取り、航空ショー参加の場を設定した。　　 
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座の設計（三菱の設計を用いるかユンカースのそれを用いるか）と関連す
る垂直塔の問題、爆弾装置、操縦席、機関砲、エンジン、そして期限の問
題などが交渉対象であった。エンジンに関しては日本側は「軍事的理由か
ら」無条件に4基のL 88の取り付けを要求した。それらの問題はコストに
かかわってくる問題でもあった130。
　
　1929年9月の「日本活動概観」によれば、三菱は２機の軍用機J 51(K 
38)を受注した。ユンカース社はこれに前向きに対応してJ 38の製図を加
速させた。この報告時点までに機開設備、尾翼および外部翼までの図面が
引き渡されていた。一機の原料が三菱から発注され、比較的小さな部分的
納品がすでに実施された。J 38の組み立て諸装置は引き渡された。ボディ
加工用ユンカース特殊工作機械ならびに特殊工具が発注され、決められた
期間に発送されることになっている。三菱は年末にはJ 38の第一機の製造
に取り掛かること、そして31年7月にはこのマシーンを完成させることを
企図していた。第二機の製造は三菱の意図では8か月遅れて開始すること
になっていた。ユンカース社は29年9月時点ではJ 38第二機の原料の供給
注文の代わりにJ 38完成機の注文を獲得するように努めていた。エンジン
に関して、三菱はこのころJ 51（K 38）用には4基のL 88を取り付けられ
るようにしなければならないという態度になっていた。さらに、軍用機と
しての装備に関する特別の要望も出されたが、それはユンカースの提案と
130 Niederschrift über die Besprechungen betreffend militärische einrichtung und 
ausstattung J 38/51, Nagoya, 28./30. 8. 1929; Schreiben Kaumanns an die Junkers-
Flugzeugwerk A/-G. Direktion vom 31. 8. 29; Nachschrift Kaumanns an Ifa vom 31. 8. 
/ 5. 9. 29, in: DMA, JA 0705 T07. 三菱との交渉で出てきた具体的問題（特別の要
望にもとづく設計変更問題等とそれらを踏まえたコスト）については、数か月
で検討を終えて回答している。Schreiben Hauptbüros an Kaumann vom 1. 11. 29, in: 
ibid. 種々の新たな開発設計に応じるかどうかは、しかるべき対価があれば基本
的には応じるが、「問題ごとに」対応を決定する必要があると回答。たとえば、
対価としては開発にかかった労働支出は考慮されるが、そのためにほかの課題
から引き抜かれたことの対価が考慮されない問題もある、などと。Schreiben an 
Kaufmann vom 18. 11. 29. Betr. : Entwicklungsauftrag, in: ibid.
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根本的には違わないものであった131。
　また三菱はこの頃、２機のF 13の日本での製造に取り組む意図を示して
いた。しかし、そのための原料はまだ発注されていなかった。軍用機K 47
が9月16日にデッサウでHonna大尉に改めて披露された。当人はこのマシー
ンの能力を非常に高いものと認め、評価した。日本軍がどの程度この機種
を引き受けるかは、彼には判断できないという。なぜなら、どの方向に航
空隊が再編を企てるかにかかっているからだとした。彼の意見では、日本
は主として大きな行動半径を持つ大型爆撃機に関心を向けなければならな
かった。彼は今後10年のうちにロシアか中国との何らかの紛争が起きる
ことを心配する必要はないとした。ユンカース社は三菱とFokkes & Koch
社を仲介にしてK 47一機の販売で予備交渉を始めていた。しかし、それ
が中断した。Fokkes & Koch社がユンカース社に伝えるところでは、ロン
ドンでの飛行披露の際、あまりよくない報告がなされたからであった。デッ
サウでの披露飛行に基づくHonnaの新しい報告がどのような効果を生むか
は、成り行きを見守るしかない状態であった。K 47機の多数購入という
ことは初めから見込みがなかった。なぜなら、日本の法律によれば、同機
種は1機か2機しか外国から導入されてはならなかった。ここからも、K 
47の製造ライセンスを獲得したいという三菱の希望は理解できることで
あった。この間に、三菱の要員（2人の技師と2人のマイスター）の養成
は終了し、つい先ごろ日本に帰還した。目下、日本の技師堀越が滞在して
おり、それはカウマン博士の勧告で全般的な情報提供を得るためであった。
三菱の特別の要望で、堀越はJ 38の試験飛行に立ち会うことになっていた。
さらに、ユンカースの要員、すなわち一人の監督係と一人のマイスターが
三菱により日本に招聘された。契約に基づくそのほかのマイスターの招
聘はまだ来ていない132。以上が簡潔なここまでの到達点の報告内容で
131 Kurze Übersicht über Japan-Tätigkeit am 26. 9. 1929, in: DMA, JA 0705 T07. 
132 Ibid.
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あった133。
　
　　このようにユンカースと三菱の関係が緊密になっていく以上、他の会
社がユンカースとの関係に入り込むのは難しかった。1929年7月、川崎の
Dr. Junzo Sakohなる人物がドイツ航空試験所のカム博士（Dr. Kamm von 
der D. V. L.）の推薦状を持って「事前予約なしに」デッサウにやってきた。
彼は、三菱の最大の競争相手であることが判明した。彼はディーゼル・エ
ンジンを探しており、アウクスブルク ‐ ニュルンベルク機械製造工場に
も「明らかに」出向いていた。彼はディーゼル・エンジンを視察するため、
デッサウからイギリスとフランスに向かうという。ユンカース社としては、
カウマン博士に日本でどの日本企業がディーゼル・エンジン製造分野で一
緒に仕事をするのにもっとも適しているか、解明させるべきだろうと担当
重役ザイフェルトはメモを残していた134。
　さらに、神戸の川西の割り込む余地には厳しいものがあった。1929年8
月、ユンカース工場の視察を希望する川西社長の依頼を受け助手のカイ
ザー (Dr. Ing. Kayser)を同伴者として視察を申し込んだカルマン教授に対
して、ユンカース社は、非常な困難に直面している、なぜなら、名古屋の
三菱と締結したライセンス契約により、日本人のユンカース社工場の視察
は前もって三菱（ベルリン）の了解を得た後でなければならないからと回
答した。ユンカース社は、カルマンの要請を受けて、直ちにベルリンの三
菱事務所と連絡を取った。そうして、神戸の川西は三菱の激しい競争相手
133 到達点を簡潔にまとめたため、途中で発生した問題などで触れていないこと
も多い。例えば、堀越のユンカース工場視察の件では、三菱からの要望があっ
たが、「工場の中を外部の人間が歩き回るのは不可能」と拒否の態度であったが、
さまざまのまだ不明確な諸問題を考えて、堀越をデッサウにとどめて置き、彼
を「一定の方向に向けさせる」ように計らった。Schreiben Kaumanns an Junkers 
Flugzeugwer A.-G. Bericht 6 vom 17. – 20. 9. 29, in: DMA, JA 0705 T07, S.3. 海軍の 
K 47 への関心についても言及がある。Ibid., S.6f. 
134 Aktenvermerk, Betr.: F04 Japan am 24. Juli 1929, in: DMA, JA 0705 T07. 
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であり、川西社長の工場視察は決して望ましくはないとの返事を受け取っ
たのである135。かくして、川西社長のユンカースへのアクセスはひとまず
遮断された。
　しかし、三菱が軍用機に主として関心を寄せているのに対し、川西は民
間航空機のライセンスも得ようとしていた。もし三菱が軍用機にしか興味
がないとすれば、ゴットシャルク（Gottschalk）の提案が三菱の抵抗にあ
うことはないだろうと136。
　
　ユンカース本部がカウマンに伝えた書簡によれば、1929年11月6日、ジャ
ンボ機J 38の最初の試験飛行が成功した。この時の飛行重量は13トンで、
飛行時間は25分間であった。離陸時間も「非常に良好」で、約13秒であり、
操縦も「並外れて軽快」であった。翌日、約一時間の試験飛行が行われ（飛
行重量約16トン）、成功した。すでに11月9日には全国内外の新聞（約150
人）が招待され、11日は日本の陸海軍の諸氏並びに公使が試験飛行に招
待された。新大使館付武官のほか、陸軍からは2名の大尉のほか、4人の
将校、海軍からは海軍大佐ともう一人の将校、それに三菱商事からは一人
が臨席した137。試験飛行は非常に順調に進んだ。その際注目すべきことは
エンジンが並外れてわずかの雑音しか発しないことであった。そこで、少
し離れていると飛行機の出現が音では聞き取れないほどであった。客室の
音もわずかで、会話に困難がないほどであった。二人の陸軍大尉は、離陸
時間などをストップウオッチで図っていたが、達成された優れた結果に「驚
いた」。彼らは最初一緒に飛びたいと希望したが、保険技術上の理由から
ユンカース側が思いとどまらせた。彼らにはこのマシーンの認可が下りた
135 Schreiben von Dr. Körner, Junkers.Hauptbüro, an Prof. v. Karman, 13. August 1929; 
Telegramm an Kayser vom 13. 8. 29, in: DMA, JA 0705 T07. 
136 Notiz vom 21. Okt. 1929, in: DMA, JA 0705 T07.
137 Schreiben Hauptbüros an Kaumann vom 12. 11. 1929, in: ibid. 大使館付陸軍武官
中佐 Cawabe（河辺正三・・・日本近代史料研究会編（1971）、200 ページ）、陸
軍大尉 Honna、Nankaku、海軍大佐 Katahira、三菱商事 Onouye。
横浜市立大学論叢社会科学系列　2017：Vol.68　No.2
82
後、希望に応えることに何ら差支えがないと約束した、と。そしてカウマ
ンに対しては、この最初の飛行が日本にどのように伝えられているか情報
を送ってもらえばありがたい、と。また、ドルニエの大型飛行機Do Xに
比べて航続距離等の諸データで「はるかに抜きんでている」ことが証明さ
れたとした138。
　　日本陸軍は、超大型輸送機として開発されたG 38（J 38）を改良して
遠距離爆撃機を作ることにしたのだが、ライセンスと要員派遣を踏まえた
初号機は1931年、昭和「6年春に完成、飛行テストに合格したあと合計6機」
が製作された139。 しかし、それは極秘プロジェクトであった。ユンカー
スの委託を受けてシャーデを長とする技術者チームが長期にわたり日本に
滞在したが、テストパイロットのツィンマーマンが驚いたことには、歓迎
の挨拶の後、目隠しされて飛行機のところまで連れていかれ、彼が操縦席
について初めてその目隠しが取られた。日本ではこのマシーンはトップ
シークレットだった140。
　 
５．世界市場開拓・世界各国とのライセンス契約獲得努力
　
　内外の市場の争奪をめぐるドイツ航空機産業の諸企業間と外国企業の間
では、特許権を巡る紛争も激しかった。別稿で見たように1933年の秋、ナ
チ政権はフーゴー・ユンカースに彼のすべての特許を強制的に国家に売却
138 Ibid. 
139 「『92 式重爆撃機』と呼ばれた本機は、しかし速度は遅く性能的にはあまりよ
くなかったので、6 機で生産打ち切りとなったが、その過程でドイツからデュラ
ルミンの製造方法、加工機などが入ってきたので、それなりの収穫があった」と
は、三菱航空機社員の戦後何十年も経ってからの回想と評価である。守屋［1987］、
41-42 ページ。しかし、これまで紹介してきたライセンス契約の包括的内容と要
員教育の実態からすれば、日本側が吸収したものは、「それなりの収穫」という
軽い程度ではなかったのではなかろうか。日本の軍用機生産におけるユンカー
スの貢献は当時の実態にそくしてより精密に確認していく必要があろう。
140 Wagner［1996］, S.302f. G 38 の軍用機タイプ K 51 がユンカース社の標記で
あり、日本では Ki20 と命名された。積載能力は 2000 ないし 5000㎏であった。
完成は 1935 年。
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させたが、ブドラスによればその重要な原因は、ワイマール期のドイツ諸企
業間の特許をめぐる紛争、裁判闘争の激しさだったという141。諸企業にとっ
ても、特許裁判は時間的なロスが半端ではなく、コスト的にも大きな負担
になっていた。例えば、ある特許を証明するために、ドルニエはドイツの代
表的な航空研究者「半ダース」の鑑定書を取得しなければならなかったと。
そうしたコストは、ドイツ工業の「発展封鎖」に導いたとさえ言われる。フォー
ドなどアメリカ企業との特許紛争も起きてくる情勢であった142。
　以上のような内外情勢からすれば、日本（三菱）との契約締結は「例外
的なものとして」特記すべきものであった143。ユンカースにとって三菱と
のライセンス契約は大きな成功であって、会社全体の活路を示すもので
あった。会社の金融状況の厳しさからして、いまや世界的に「大規模にラ
イセンスを供与する」ことが求められていた144。
　1929年はじめの会議（ただしフーゴー・ユンカースは出席していない）
では、ライセンス問題が議題となった。担当役員は世界地図を示しながら、
ユンカース機売り込み可能な検討地域を示した。そこでも、軍用機需要が
問題であった。その地図で「軍用機ライセンスが検討課題になる諸国」と
して挙げられたのは次の国々であった。フランス、イギリスと大英帝国の
141 Budraß, L.［2006］, S.217. 事実、ユンカース文書には自社特許に対するロー
ルバッハからのが次から次への多数の訴えがあったことが示されている。DMA, 
JA 0501 T06 M24, M34, M35, M42, M44, M50, M55. これらの検討は別の機会に
したい。一方ではその時々に和解が実現した。他方で、Budraß, L.［2006］が指
摘しているように、ロールバッハはドルニエに対してはツェッペリン・コンツェ
ルンの同僚時代から競争意識が激しく、その後も、例えばユンカースと一緒に
なってユンカース特許を侵害したということで共同行動をとることもあった。
Ibid., M61. 戦後混乱期には、ユンカース社がロールバッハを雇用する案件も検
討されていたくらいである。Ibid., M 17, M18, M19, M20, M21. 激しい競争がも
たらす開発の進捗と特許紛争がもたらす阻害とが、総合的に見てブドラスのよ
うなマイナスの評価でいいかは検討の余地がある。 
142 Budraß, L.［2006］, S.217.
143 Wolf（Patentabteilung）, betr. Patenttopf usw. 06-04-1932, in: DMA, JA 0502 T07 
M28.
144 Protokoll der Besprechung über Flugzeuglizenzen am 23. I. 29, in: DMA, JA 0301 
T23 M03.
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諸自治領、イタリア、ロシア、ベルギー、オランダ、スイス、フィンラン
ド、ポーランド、トルコ、スペイン、チェコスロヴァキア、ユーゴスラヴィ
ア、ルーマニア、ギリシャ、アメリカ合衆国、アルゼンチン、そしてブラ
ジル。これら諸国に対するライセンス供与機種として考えられるのは、 K 
37とK 47の二つの軍用機タイプであった。ライセンス販売交渉を開拓す
るのは、最初に大きな国々においてであった。その実例によって小さな諸
国にライセンスを購入する気にさせるという作戦であった145。
　新聞に軍用機の宣伝を載せるのは不適切とみられたが、出席者の一人は、
軍事雑誌等にしかるべき論文を書いてこれら機種の受容に有利な雰囲気を
準備するのは十分可能だと主張した。その点で最も重要な一歩と見られた
のは、英語とフランス語で『航空戦』の現代化され書き直されたものが出
版されたことであった。出版者のケーラーとさっそく交渉を始めることにし
た。別の出席者は、機種問題検討会議で述べたと同じこと、すなわち、可
及的速やかにK 37とK 47の実演機を持つべきだと主張した。別の参加者は、
ロンドン航空ショーでの実演が目下、全ライセンス問題にポジティヴな意味
で非常に強い影響を与えることができるとの見解であった。彼の意見では、
すべての国の軍事委員会が待ち受けているロンドの実演飛行の成功のため
に、しかるべき準備作業を行っておくことが「無条件に必要」であった146。
　個々の国についても検討された。イギリスではブラックバーンとの予備
交渉も考えられたが、この会社は比較的高額のライセンスの支払いの見込
みはないとの情報が確認された。そもそもイギリスではライセンス購入の
ありうべき会社として問題になるのは、ヴィッカースだけであった。しか
し、ヴィッカースとの関係は、まず第一には、また決定的にはユンカース
社の自動車ディーゼル・エンジンのライセンス問題で、ユンカースがどう
いう態度をとるかによるだろうということになった。イタリアに関しては、
航空問題でムッソリーニが信頼し、その航空技術ビューローが政府からあ
145 Aktennotiz. Betrifft: Flugzeug-Lizenz-Besprechung am 23. Januar 1929, in: DMA, 
FA 0301 T23 M03.
146 Ibid.
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らゆる支援を受けているマリオ・デ・ベルナルディをデッサウに招待する
ことになった147。その他、ポーランド、スイス、オランダなどに関しても
議論になったが、ここでは省略しよう。
　民間航空機では、非常に見通しは疑問だが、考えられるとすれば、イギ
リスとその諸自治領、フランス、イタリア、スペイン、ベルギー、オラン
ダ、ポーランド、ロシア、アメリカ合衆国、アルゼンチンであった。しか
し、ユンカースの民間交通タイプの優越性は、軍用機タイプK 37とK 47
ほど説得力がなく、明白でもなかった、という状況であった。しかも、外
国では全金属製民間交通機の調達では、小型のF 13、G 24、G 31に全力が
注がれている状況であった。こうした全体的な根本的事実の確認を踏まえ
て、ライセンス教問題も検討していくことになった148。
　およそ半年後の諸外国とのライセンス契約交渉の進み具合をみると、ベ
ルギーに関しては、賠償問題との関連が出ていた。ベルギー領コンゴの路
線の新装備品としてユンカースのものが使われるかどうかが俎上に上って
いたが、当面原則的レヴェルとはいえ、ライセンス問題も交渉に組み込ま
れることになった。イギリスのブラックバーンとの交渉では、この会社と
の場合によっては航空協力を基礎にライセンス生産―予想ではF 13―が考
慮されていた。フランスでは重油エンジン製造に関するライセンスに引き
続いて、G 24製造のライセンス契約が締結されることになりそうであっ
た。フィンランドでは予定されている航空機K 30の調達資金が承認され
れば、この販売と関連して、ライセンス契約も結ばれることになりそうで
あった。イタリアの状況は「全く不透明」であった。できるだけ早急にベ
ルナルディとの関係を開始し、自社独自の情報も得て、この国での見通し
に関する正確な印象を手に入れることになった。日本では、三菱との関係
が、小さな相違点を度外視すれば、この間、「摩擦なく」進んでいた。ポー
ランドとスイスについては進展がなかったが、スペインではCASAとの契
約草案が作られるまでになった。その承認についてはユンカースサイドの
147 Ibid.　
148 Ibid.
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決定による段階であった。チェコスロヴァキアでは、Cesko　Moravskaコ
ンツェルンとの予備折衝、それと並行しての空軍司令部との会談がライセ
ンス交渉の基盤を作り出していた。Cesko Moravskaと防衛省との内的問題
がはっきりすれば、おそくとも9月には具体的交渉に入れる見通しとなっ
た。そのほか、トルコ、アメリカ合衆国については進展がなく、さらにア
ルゼンチンとブラジルについてはライセンス問題の検証が「無条件に必要」
という段階であった149。
　さらにその約3か月後（11月）作成の資料によれば、これまで展開した宣
伝のおかげで航空機と航空機エンジンのライセンスの分野で事情がよくな
り、「すべての重要な諸国でユンカースとのライセンス交渉が始められる」
にいたった。
　航空機製造について。イギリスで、民間航空機でブラックバーンとの交
渉が進められていた。さらに、驚くことであるが、軍用機でも航空省のな
かで関心が示されているという。航空交通問題の共同での処理のため、
ヴィッカースがユンカース機を装備した研究委員会のインドへの派遣を行
う気になったという。フランスでは、指導的なフランス航空雑誌が低位翼
の導入にエネルギッシュに力を注ぎ、ユンカースの民間交通機の「極めて
特殊な安全性要素」を言葉と図解で確信的に述べている、と。また、フラ
ンスの軍事航空の「重要人物」のユンカース社宛て私信では、G 38を買う
つもりはないか、航空会社に打診するという。その人物の見解では、進歩
と製造の観点からG 38がドルニエのジャンボ機Do XやRomarを凌駕してい
る。G 38の空気力学的特性は抜群である。これは未来の民間交通機だ。こ
れは快適さと安全性のすべての望ましい条件を備えている、と150。
149 Aktennotiz betr. Lizenz-Situation-Flugzeugbau vom 8. 8. 1929, in: DMA, JA 0301 
T24 M03.
150 Beitrag zur Vorbereitung der Besprechung Professor Junkers – Schacht, 23. 11. 1929, 
in: DMA, JA 0301 T24 M35. Do X は、海軍の委託で－交通省を仲介にして－開発
が進められスイスのアルテンハイン支社で製造された「実験用大型飛行艇」と
もいうべきものだった。海軍は、遠距離偵察機、機雷敷、魚雷発射といった用
途を考えていた。Völker［1962］, S.157.　
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　イタリアでは、ユンカース機のヨーロッパの最も難しい路線（ローマ－
ヴェニス－ウィーン）への投入がこれまでのところ死亡事故を起こさず良
好な成績を収め、したがってイタリア政府当局がアルバニアの路線にユン
カース機を採用するよう指示した。そのライセンスの予備交渉がこの数か
月進められていた。ロシアでは、ロシアの路線に投入されたユンカースの
機種の良好な成績により、ロシア政府にW 33のライセンスを入手する気
にさせた。その交渉が目前に迫っていた。スペインでは、K 30型のライ
センス協定が締結された。チェコスロヴァキアでは、シュコダ社が空軍司
令部に指示されてユンカースK 37とK 47のライセンス供与を懇請してき
た。これが近日中にまとめられる。
　ポーランドでは、国立航空機工場の重役がK 47型についてのライセン
ス交渉を今週中に予告してきた。ユーゴスラヴィアでは、K 47のデモン
ストレーション飛行の後になされたライセンス供与提案に基づき、来週
ユーゴスラヴィア国防省から代表者の派遣を要請された。ルーマニアでは、
同様に先月担当の軍当局の要請でライセンス供与を提案したが、それが交
渉の基礎となり、今週ユンカースの代表がブカレストに行くことになった。
ルーマニア航空の指導的人物によれば、フランス最大の航空コンツェルン
の申し出があった。この問題についてもブカレストで話し合われることに
なる。トルコでは、トルコ空軍の提案により監視・測量機としてK 47型
が12月中に派遣されることになった。ロシア周辺国では、K 47を巡る約2
か月の交渉が順調に進んでいる。
　アメリカ合衆国では、ユンカースの機種についての見解がフォッカーの
演説によって航空科学協会の大会で最良と評価された。そこでフォッカー
はユンカースの開発を重宝で経済的な大型機の創造への正しい道だと説明
した。フォッカーはゼネラルモーターズの航空顧問であり、彼のこうした
公的見解表明はこのコンツェルンとの交渉に影響を及ぼすに違いない。ア
メリカ空軍司令部はK 47型に非常に旺盛な関心を示し、ベルリンの航空
武官（Luftfahrt-Attaché）を通じて提案を要請してきた。アメリカでのK 
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47のデモンストレーション飛行が予定されており、来年実現できるはず
である。これまでの情報は「完全に根拠のある諸事実のみに基づいて」い
るもので、ユンカースの設計に対する理解が「いたるところで確認できる」
と総括している。
　さらに、G 38の初飛行がもたらしたセンセーショナルな成功も、将来
を期待させた。その効果は、もう少し時間がたつとはっきりするであろう、
と。なぜなら、この飛行機が国内外の新聞で「最も経済的な大型機設計」
と称賛されたからであった。それは、大型機への前進が経済性を犠牲にす
ることなく達成される一歩だとされた。
　まさにアメリカ合衆国でユンカースの製造様式が手本となるのは、全ド
イツ航空産業（Luftfahrtindustrie）にとって重要であった。なぜなら、ア
メリカの工場の過剰生産が全世界市場へのアメリカのエネルギッシュな輸
出攻勢を強いているからであった。ユンカースがスペインでフォードを告
訴した戦いは、「全ドイツ航空産業のための、そしてドイツ経済全体のた
めの」戦いであった。その主要な活動、研究開発の成果が「特許の侵害と
回避」によって脅かされているからであった。
　次にユンカース重油自動車エンジンについて。重油で運転できる自動車
エンジンの大きな経済的軍事的意義の認識がようやく定着した。自動車エ
ンジン-ライセンスの交渉は、イギリス、イタリア、チェコスロヴァキア、
アメリカ合衆国で進められていた。日本、ポーランド、ロシアでの交渉も
目前に迫っていた。そのライセンス協定の範囲と規模はプジョーの例から
判断できた。
　ユンカース重油航空機エンジン。航空交通の並外れた低廉化をもたらす
このエンジンへの関心は、航空に関心を持つすべての国で非常に強かった。
フランスではプジョーとオプション契約が結ばれた。イギリスでは、航空
省の強要にもとづきヴィッカースとの交渉が開始された。イギリス航空省
の希望は、このエンジンの自国内での製造であり、そのためにはこの設計
に適合した特別に有利な検査規定さえも作ろうとするほど強かった。この
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エンジンに対するゼネラルモーターズの関心は、アメリカでも一方ではこ
のエンジンの重要性が認識されたことを、他方ではまだ同等のアメリカの
設計が存在しないことを示していた151。
　
むすび
　
　以上のようなライセンスを巡る世界諸国での交渉の進捗状況を見れば、
日本における三菱とのライセンス契約締結がいかに重要だったかがわか
る。他方、「研究の経済性」というライヒスバンク総裁シャハトに向けた
説明書をみると、ユンカースにとって研究開発投資のウエイトが高いだけ
に、その成果がライセンス供与とそこからの収入に結実するまでの時間差
のために「最近数年、恒常的に強い資金不足」に陥らざるを得なかったこ
とを強調していた。その点、特に、最近になってライセンス供与が成熟し
てきたディーゼル自動車エンジンと「世界で唯一実在しているディーゼル
航空機エンジン」が当てはまるとした。上で見たように世界で需要の大き
い航空機に比べ、ディーゼル（重油）エンジンはまだやっとライセンス交
渉が始まったばかりという状況だからであった152。
　世界での最先端企業としての、あるいは最先端分野であることからくる、
この資金繰りの厳しさこそは、ユンカースが会社の実績を示してシャハト
151 Ibid.
152 Die Wirtschaftlichkeit der Forschung, in: DMA, JA 0301 T24 M35. この資料によ
れば、締結に至ったプジョーとのライセンス契約で、自動車エンジンでの対価は、
次のようであった。手付金は 140 万ライヒスマルクであった。個数あたりのラ
イセンス料は、売り上げ 100 万台までがライセンス料金 10％、200 万台までが
8％、300 万台までが 7％、400 万台までが 6％、1000 万台までが 5％、1500 万
台までが 4％、1500 万台以上が 3％。さらにユンカースの安全のために、特別
の年額最低ライセンス料が定められた。1 年度 RM0, 2 年度 5 万 RM、3 年度 10
万 RM、4 年度 20 万 RM、5 年度 25 万 RM、6 年度から 40 万 RM。アメリカ、
イギリス等からのライセンス交渉の記述は省略して、日本について述べている
ところを見ると、日本の大きなコンツェルン三菱との一年前の多数の民間機軍
用機の契約締結で、手付金として約 4 分の 3 百万マルクがもたらされたとして
いる。Ibid., S.2 ～ 4.
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に強調し、金融界に知見と人脈を持つ彼の理解と支援を頼らせたのであっ
た。このユンカースのシャハトへの働きかけの内容の紹介は稿を改めて検
討したい。
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